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概 要  
 企業変革の方法論はあまたあれど、その多くはトップダウンによる変革を前提にした方法論である。
しかしトップとはまた違う観点から変革の必要性を感じているミドルは多い。国内のビジネススクール
生へのアンケートからも、自社の将来に対し不安感を抱き変革の必要性を感じているものの、経営者の
変革意識の欠如や自身のポジションパワー不足等の理由から自分で自社を変革していけるとは考えて
いないミドルマネジャーが少なくないことがわかった。そこで本稿では、「ポジションパワーのないミ
ドルマネジャーが企業変革を行うプロセス」をリサーチ・クエスチョンとし、アカデミック調査と事例
研究による考察を行った。  
まず初めに、企業変革事例をコッターの８つの企業変革ステップで分析し、コッターの 8 つのステッ
プはトップマネジメントが企業変革を実行する際に有効なプロセスであることを確認した。  
しかし、ミドルマネジャーが企業変革を行う場合は「トップマネジメントの危機感を醸成し、ミドル
マネジャー自身が重要だと思う事案をトップマネジメントに受け入れてもらう」イシュー・セリングの
ステップが全社的に企業変革をすすめる前段階として必要となる。  
そこで、Dutton & Ashford(2001)によるイシュー・セリングのアメリカでの実証結果と日本の変革コ
ンサルタントのインタビューを通じて、ミドルマネジャーがトップの危機感を醸成するためのイシュ
ー・セリングの活動プロセスを考察した。  
その結果、はじめに「人間関係」「規範」「戦略」の３つの枠組みでイシュー・セリングに重要な組織
のコンテクストを把握した上で、次に「ロジカルなビジネスプランを提示する活動」「利益目標に課題
を関連付ける活動」「市場シェアや組織イメージに課題を関連付ける活動」「上層部を巻き込む活動」「好
機をつかむ活動」「組織外の人を巻き込む活動」「フォーマルに巻き込む（コミッティーや TFT 等）活
動」の７つのイシュー・セリング活動を計画することが重要であるとの仮説が設定された。  
そこで、その 7 つの活動の仮説について、ミドルマネジャーが実際に日本企業でイシュー・セリング
を行いトップマネジメントの危機感を醸成して企業変革に導いた成功事例と失敗事例を用いて７つの
活動の有効性を検証した。その結果、これらの７つの活動の網羅性がイシュー・セリングを成功へと導
く重要なポイントであるとの仮説が設定された。  
これらの分析と仮説から、トップマネジメントが企業変革を行う際にはコッターの 8 つの企業変革ス
テップが有効であるのに対し、ミドルマネジャーによる企業変革の場合は、まず初めに組織のコンテク
ストを把握する 3 つのステップを実行し、次にイシュー・セリングを行うための７つのステップを実行
した結果、トップマネジメントに対するイシュー・セリングに成功すれば、トップマネジメントととも
に組織変革を実行するためコッターの 8 つの企業変革ステップへとすすむことができるという合計 18
の非常に長いステップが必要になるとの最終仮説が導き出された。  
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１．序論 
1-1. 背景 
 不安定で変化が大きく、不確実性が高く、複雑で、曖昧模糊とした世界を Volatility, 
Uncertainty, Complexity, Ambiguity の 4 つの単語の頭文字をとった「VUCA ワール
ド」というが、今や VUCA は経営における当たり前の前提条件となった。グローバル
化、デジタライゼーションといった外部環境の変化のスピードは極めて速い。「変化が
激しい世の中で、今までと同じことをしていても結果が出ない」「結果を出すためにア
クションを変えたい。そのための方策を考える必要がある」と叫ばれ、効率化で成果
が上がっていた時代は終わり、周りの環境や思いもよらない影響によって常に状況が
激変する時代になっている。  
例えば、かつて製品の製造からサービスに至るまでの間に多岐に渡る子会社や関連
会社を形成し、日本の電機産業の中核に位置する巨大企業であった東芝やシャープと
いった名門企業の経営危機は記憶に新しい。日本の製薬業界の雄である武田薬品工業
は、エグゼクティブチーム 14 人のうち、外国人が社長の CEO を含めて 11 人いる1。
みずほ銀行は、営業力・生産性の向上、基礎的収益力の向上を目指し、機械化等をす
すめることで 2026 年までに従業員を 1 万 9000 人削減すると発表している。そういっ
た様々な変化は日常となり、自社の将来も見通しが読みづらくなってきている時代に
なっている。 
 
1-2. 問題意識とリサーチ・クエスチョン 
 こういった様々な変化を期待と受け止めるのか、不安と受け止めるかはビジネスパ
ーソンによって様々であろうが、2018 年 12 月に早稲田大学ビジネススクールの現役
生と卒業生 117 名に自社の将来に関するアンケート調査を実施したところ、図表１の
通り 90％の回答者が自社の将来に対して危機感を感じており、また、94％が何らかの
変革が必要だと回答した。危機感を感じている理由として、業界環境が変化し収益性
が厳しくなっているものの変革の予兆が見られない、現在打ち出されている戦略にビ
ジョンが見えないこと、成長戦略が打ち出されないこと等があげられている。変革が
必要な理由としては、マネジメントの変革意識が薄いこと、従業員にも現状満足意識
が蔓延しており危機感が薄いこと、人事制度が年功的で社員にやる気が生じない仕組
みとなっていること等があがっている。  
次に「自身で自社を変革したいと思うか」について聞いたところ、75％が自身で自
社を変革したいと回答しているものの、「自身で自社を変革していけると思うか」との
質問に対しては、自身で変革できると回答したのは 53％にとどまり回答率が一気に減
少した。「自身が自社を変革していけると思うか」という設問に対して、１全くそう思
わない、または、２あまりそう思わないと回答した 30 名のフリーコメントのうち、
その理由を著者が判別できた 16 名の回答をキーワードで分類したところ（図表２）、
ミドルマネジャーが自身で企業変革できない理由のトップ３は、経営者に変革意欲・
                                               
1 2018 年 10 月時点  武田薬品工業ホームページ  
https://www.takeda.com/jp/who-we-are/company-information/executive-leadership/ 
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危機感がないこと、自身のポジションパワーが不足していること、時間がかかること
であった。つまり、自社の将来に危機感を抱き、何らかの変革が必要だと考えている
が、自身で変革していくには経営者の意識を変える必要があるが、ポジションパワー
がなく時間もかかるため変革できないと考えている。逆に、自身で変革できる理由に
ついて、5 非常にそう思う、または、4 そう思うと回答したミドルマネジャー自身で
変革していけると回答した 62 名についても同様に理由を分類したところ、理由が判
別できた 23 名の回答のうち約半数の 13 名が自分の意思を理由としてあげていた。ミ
ドルマネジャー自身に変革意欲がなければミドルマネジャーによる変革が始まらない
ことは確かであるが、変革意欲があれば変革は実現可能なのだろうか。意欲の他にど
う変革をすすめると成功できるかという変革アプローチの知識も必要ではないだろう
か。 
こうした背景を踏まえ、本稿のリサーチ・クエスチョンを「ポジションパワーのな
いミドルマネジャーが企業変革を行う上で必要なプロセスの考察」と設定し考察して
いく。なお、ミドルマネジャーについて野中郁次郎は「知識創造経営」の中で「トッ
プと第一線マネジャーを結び付ける戦略的結節点となり、トップが持っているビジョ
ンとしての理想と第一線社員が直面することの多い錯綜したビジネスの現実をつなぐ
かけ橋」と表現しているが2、本稿ではリサーチ・クエスチョンに基づきミドルマネジ
ャーを「全社的な企業変革の実行に関する最終意思決定権を持たない部長、課長とい
った管理職」と定義し考察していくこととする。  
 
図表 1：自社の将来に関するアンケート 
 
（出所）早稲田大学ビジネススクール学生アンケートより著者作成  
 
 
 
 
 
 
 
                                               
2 郁次郎, 野中．（1996）．知識創造企業．東京： 東洋経済新報社．  
1 2 3 4 5
全く
そう思わない
あまり
そう思わない
どちらでもな
い
そう思う
非常に
そう思う
5 7 43 62 117
4% 6% 37% 53% 100%
3 4 23 87 117
3% 3% 20% 74% 100%
8 4 17 27 61 117
7% 3% 15% 23% 52% 100%
13 17 25 35 27 117
11% 15% 21% 30% 23% 100%
総計
①自社の将来に対するあなた
自身の危機感
②自社は何らかの変革を行っ
ていく必要があると思います
か？
③あなたはご自身で、自社を
「変革したい」と思います
か？
④あなたはご自身が自社を
「変革していける」と思いま
すか？
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図表 2：自身が自社を変革できない理由と変革できる理由  
 
（出所）早稲田大学ビジネススクール学生アンケートより著者集計  
 
1-3. リサーチ方法 
ポジションパワーのないミドルマネジャーが企業変革を行う上で必要なプロセスを
考察するため、まず初めにアカデミックな企業変革セオリーとしてジョン・コッター
の 8 つの企業変革ステップに基づき日本企業の企業変革事例を分析する。  
次にミドルマネジャーがトップマネジャーに対して自身が重要だと考える事案
（issues）を受け入れてもらおうとする試みを扱った Dutton＆Ashford(2001)によるイ
シュー・セリング活動について分析を行いミドルマネジャーが企業変革を行う上で有
用なスキルやプロセスを考察する。その際、Dutton＆Ashford(2001)の実証研究はアメ
リカでの調査結果に基づいているため、日本の組織変革コンサルタントにもインタビ
ューを行い、アメリカで実証研究されたイシュー・セリング活動が日本においても有
効であるかを検証する。 
最後に、ミドルマネジャーがトップマネジメントの危機感を醸成するためにイシュ
ー・セリング活動のフレームが実務上利用できるかを検証するため、実際にミドルマ
ネジャーが企業変革を推進した成功・失敗事例を用いて分析する。 
 
２．ジョン・コッターの８つの企業変革ステップ 
2-1. ８つの企業変革ステップ 
リーダーシップ論や企業変革論の権威であり、ハーバードビジネススクールの教授
であるジョン・P・コッターは、100 社以上の実例研究を通じて、企業変革において求
められる 8 段階のステップを提示している。コッターによれば、企業変革に求められ
るのは個人のカリスマ性でも権力の集中でもなく、8 段階のステップによる計画とそ
の実行力であると主張しており、企業変革ステップの再現性がある理論となっている。
そこで、ポジションパワーのないミドルマネジャーが企業変革を行うプロセスを考察
するにあたり、まずコッターの 8 つの企業変革ステップを先行研究として考察してい
く。 
 
変革できない理由　※１ 回答数 変革できる理由　※２ 回答数
経営層に変革意欲・危機感がない 7 変革しようと考えている 13
ポジションパワーが不足している 4 変革可能なポジションにいる 4
時間がかかる 3 経営者の態度や社風が変革できると思える 4
スキル・能力が不足している 2 変革していく仲間がいる 1
理由として判別不可 14 変革していスキル・能力がある 1
理由として判別不可 39
計 30 計 62
※１　設問④について１または２と回答した回答者のフリーコメントを筆者が分類
※２　設問④について４または５と回答した回答者のフリーコメントを筆者が分類
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コッターは、成功をおさめる変革はどのような規模の企業であっても、図表 3 に示
す８つのステップ（活動）で遂行し変革を成功させているという。3これらのステップ
は、「大規模な変革は簡単には実現しない」という考え方に基づいており、８つの段階
のいずれであってもスキップした場合は間違いなく問題が発生するという。変革をす
すめようとするとき、第 1 ステップである危機感の醸成が十分行われていない状態で
いきなり第 3 ステップであるビジョンを策定する場合があるが、少なくともある程度
までは危機を管理する必要があるとコッターは主張する。ビジョンあるいは戦略を策
定し方向を示さなければ、まともな変革ができないのは言うまでもないが、本当の意
味での優れた変革ビジョンや戦略を策定するのが難しくなってきたことがその理由で
あるという。世界が複雑になり、変動が激しくなっているため、部門が直面する問題
ですら極めて複雑になっている。英雄 1 人がすべてを解決できるとは考えられない。
そのため、適切な人員を配置し、困難な仕事に取組み、協力するチームを作ってから
（第 2 ステップ）、ビジョンの策定に取り組むべきである（第 3 ステップ）。適切な人
材を見出し、協力して困難な仕事に取り組むようにするには、危機感が必要である（第
1 ステップ）。 
 
図表 3：コッターの 8つの企業変革ステップ  
段階  ステップ（活動）  新たな行動  
第 1 段階  危機意識を高める  「やろう。変革が必要だ」と互いに話始め
る  
第 2 段階  変革推進チームをつくる  大規模な変革を先導するだけの力のあるチ
ームが編成され、協力し始める  
第 3 段階 適切なビジョンを掲げる  変革チームが適切なビジョンと戦略を掲げ
る  
第 4 段階 ビジョンを周知徹底する  周りが変革を指示するようになり、それが
行動となって現れ始める  
第 5 段階 自発的な行動を促す  ビジョンに基づいて行動できると感じ、実
際に行動する人が増える  
第 6 段階 短期的な成果を実現する  ビジョンの実現に向けて動き出す人が増え
るにつれ、勢いがつく。変革に抵抗する人
は減る。  
第 7 段階 気を緩めない  変革の波を次々と起こし、ビジョンを達成
する  
第 8 段階  変革を根づかせる  伝統が重石となり、変革リーダーが交代し
ようとも、勝利をもたらす新たな行動を続
ける  
（出所）ジョン・コッターの企業変革ノート,2003 年,25 ページを元に筆者作成 
 
 
 
                                               
3 裕子 , 高遠，Kotter, John P.，Cohen, Dan S.．（2003）．ジョン・コッターの企業変革ノート．
東京： 日経 BP 社．  
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2-2. コッターの８つのステップによる企業変革事例 
ではジョン・P・コッターの企業変革力 4で提示されている「コッターの企業変革の
８つのステップ」は企業変革を行う際に実務上も参考となる理論的フレームとなって
いるのだろうか。入手可能な雑誌記事、ウェブページ検索、著書等を通じて、富士フ
ィルム、三越伊勢丹 HD の２社の企業変革事例を考察する。 
 
【事例 1】 富士フィルム 
世界で 4 社しか持たない高度な写真・フィルム技術を持っていた富士フィルムの事
業はかつて安定しており、社風は安定・保守的であった。2003 年までの 23 年間「イ
ーストマンコダックに追いつけ、追い越せ」をスローガンに富士フィルムを世界有数
の大企業にまで育て上げた写真事業の祖である大西實社長（以下、大西氏）時代の成
功体験にとらわれ、写真事業縮小、新規事業シフトの構造改革に踏み切れず社内に停
滞を招いたと言われている5。しかし実力者であったため、誰も大西氏に意見できなか
ったところへ古森重隆氏（以下、古森氏）が大西氏に社長職を辞するよう説得し自ら
社長に就任したと言われている。社長に就任した古森氏は、経営改革を断行し、医療
など新たな成長分野へのМ＆Ａを積極化し奇跡と称される事業構造転換を成し遂げた。 
 
第 1 ステップ： 危機意識を高める 
2003 年 COO から CEO となった古森氏は、「トヨタ自動車から車がなくなった状態
だ。新日本製鐵から鉄がなくなった状態だ」と社員に自社の危機的状況を訴えて
いた。フィルム事業の売上も数字として毎年 200 億円減ペースで「坂道を転げ落
ちるように」急減していたと、同社幹部も実感していたということである。 6フィ
ルム一大事業を築いた前社長が退くと同時に業績が悪化し、古森氏自身で危機意
識の積極的な醸成を行った結果も重なり、危機意識は社内に高まっていたと推察
される。 
 
第 2 ステップ：  変革推進のための連帯チームを築く 
残念ながら変革のためにタスクフォースチームや特命チームなど連帯チームを
組成したという情報は入手可能な資料から得られなかった。著書『魂の経営』の
中で、危機に陥ったときに皆で「あっちに行くか」「こっちに行くか」と合議をし
ていては、勝てる戦いにも勝てなくなる。誰かが皆を引っ張っていくしかなく、
それがリーダーの役割であり、リーダーシップの本質なのだと古森氏は述べてい
る。変革推進チームといった特別な組織は富士フィルムの変革の過程では存在し
ていなかった可能性もある。 
この第 2 ステップについては、コッターの 8 つのステップをスキップしている
状態かもしれない 
                                               
4 祐良, 梅津，Kotter, John P.．（2002）．企業変革力．東京： 日経 BP 社． 
5 大矢博之(2013)「企業レポート 富士フィルムホールディングス」 ,『週刊ダイヤモンド』 
2013/1/12 新春号,ダイヤモンド社  
6 古森重隆(2013) 『魂の経営』東洋経済新報社 
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第 3 ステップ：  ビジョンと戦略を生み出す 
古森氏は CEO に就任してすぐに企業改革の計画を作っている。 2004 年に
「VISION75」という創業 75 周年に向けた 5 か年の中期経営計画を策定した。その
基本方針は 3 つで構成されており、「徹底的な構造改革」「新たな成長戦略」「連結
経営の強化」であった。写真フィルム事業の売上が急降下するなか、売上高 2～3
兆円のリーディングカンパニーとして存続させることを目指したという。富士フ
ィルムでは単なる「構造改革」ではなく、「徹底的な
．．．．
構造改革」としており、この
「徹底的な構造改革」の一つとして富士フィルムは大規模なリストラを実施して
いる。日本企業では終身雇用が主流で、企業に解雇権がないこともあり、従業員
のリストラに手を付けることを多くの企業が避ける傾向にある中、富士フィルム
では従業員のリストラに踏み込んだ。古森氏は「どんな経営者でもリストラはや
りたくないものであるが、経営のプライオリティを重視した。全員の雇用を守る
ことを最優先し会社がつぶれた場合、7 万人の社員とその家族への影響が大きい。
会社を潰すのか、潰さないのかという究極の選択をした」と答えている7。トップ
マネジメントの意思決定であるゆえ当然ではあろうが、考えに考え抜き、覚悟を
もって経営者として復活・成長のビジョンを描いたことが伺い知れる。 
 
第 4 ステップ：  変革のためのビジョンを周知徹底する 
しかしながら、当時の富士フィルムの自己資本比率は 70％を超えており、財務
的にはリストラまで必要なのかという声もあってもおかしくはない。古森氏は、
トップマネジメントが自ら考えて改革に取り組む姿勢を示し、会社の現状と課題、
その対応策を社内報やイントラネットなどで発信し続けたという。現場とトップ
マネジメントとの意識のずれについては、社員との対話を増やす、現場視察など
を積極的に実施し、そのギャップを埋めるよう努力していたようだ。 
 
第 5 ステップ：  従業員の自発を促す 
長く寡占であったフィルム事業を中心としてきたため、社内の風土は慎重、保
守的な意識に陥りがちな企業風土であったという。「VISION75」を掲げ、新規事業
に大きく方向転換するため、「新しいものに果敢に挑戦する」企業文化への脱皮が
求められていた。 
富士フィルムでは、部下を持つ就任 3 年以上の課長・主任層の 700～800 名を対
象に、2007 年 10 月以降チェンジマネジメントプログラム研修（以下、CMP 研修）
を導入している。CMP 研修は経営層との対話のほか、グループワークでの相互指摘
やアドバイスを通じて気づきを深めあうパートや、多面評価を通じて自身のマネ
ジメントの特徴、周囲の期待を客観的に再認識するパートがある。これらを通じ
て自己変革ポイントを自身で発見しする内発的動機付けを意識したプログラムと
                                               
7 松本裕樹(2017) 「奇跡の改革を成し遂げた果断の経営」ダイアモンドクオータリー＜
http://dquarterly.com/articles/-/83＞2018 年 11 月 28 日アクセス  
9 
 
なっている。また CMP 研修を受講した 6 か月後に、フォロー研修として再度集ま
り、研修の気づきをどう活かしたのか、検証・振り返りを行う場として設定して
いる。延べ 1000 人近い人数に対し、30 回以上かけて実施しているが、さらに現場
の課長を支援する立場にある部長約 240 名向けにも「変革推進 CMP 研修」を実施
している89。 
 
第 6 ステップ：  短期的成果を実現する 
古森氏は経営者に求められる資質として、５つの項目を挙げている。「読む」「構
想する」「伝える」「実行する」、そして「成功させる」である。経営者の資質は何
かと聞かれ、「実行する」「成功させる」と答える点が成果へのコミットメントの
強さを表している。実際、CEO 就任後、フィルムの特約店制度を廃止し、直販へ切
り替えている。長年特約店を維持しフィルム事業を成長させてきた自社にとって、
この決断は重いものだったと想像されるが実行している。その後も研究所の再編
や写真関連の開発コストの削減など矢継ぎ早にすすめたという。従業員のリスト
ラについては、写真を含むイメージング事業に携わる従業員 15000 人のうち、３
分の 1にあたる 5000人を削減し、年間約 300億円のコストダウンを実行している。   
それらの結果、富士フィルム全体での売上高は 2000 年以降も成長をし続けてお
り、従業員のリストラを断行した 2006 年、2007 年のリストラ費用コストの発生に
よる営業利益低下を除けば、営業利益も概ね安定して推移していることから、成
果をだしつつ痛みを伴う変革プランを実行してきていると言える。 
 
第 7 ステップ：  成果を生かして、さらなる変革を推進する  
イメージング事業の大規模なリストラにより、固定費を削減し、変動費でフィ
ルム需要に体制を整えた古森氏は、これらの構造改革をイメージング事業以外に
も広げ全社的な構造改革へとさらに変革を進めた。これらの一連の構造改革につ
いて、「S＆S（スリム＆ストロング）」と愛言葉を作り、イメージング事業にとど
まらず、全社での構造改革と財務体質の引き締めを図っている。 
同時に事業構造の総入れ替えを目指し、リストラに要した費用の倍にあたる
3100 億円をつぎ込み、電子材料、医療、ライフサイエンス、印刷などの新規事業
への積極投資を進め事業構造の総入れ替えを目指した。その後液晶テレビの低迷
により現在の売上は減っているものの、この時の投資先であるフラットパネルデ
ィスプレイはその後数年間大きな収益を上げた。またこの時の投資している医
療・ライフサイエンス領域による医療品・化粧品事業は現在の富士フィルムの注
力事業となっている。 
 
第 8 ステップ：  新しい方法を企業文化に定着させる 
2011 年 7 月には経営企画部で富士フィルムの構造改革に携わってきた吉沢氏が
                                               
8 高井尚之(2015)「人事トップマネジメントが語るわが社の人事戦略」, 『労政時報』第 3889
号/15.6.12,p.92,株式会社労務行政 
9 富士フィルムホールディングス サステナビリティレポート 2009, p.22 
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執行役員人事部長に就任し更なる改革を進めている。これまでのフィルム事業は
BtoC の販売であったが、現在の主力事業は BtoB となり、ビジネス顧客の潜在的ニ
ーズを探り出し、それを研究部門や商品開発部門と連携してスピーディに対応す
ることが求められる。もともと BtoB 事業でノウハウが蓄積されている富士ゼロッ
クスの支援も受けながら、2 年間でグループ全体で 2500 人に 12 の営業研修プログ
ラムを実施している。 
また、役職者の 2 大ミッションとして「役職者は変革する人」「人を育てる人」
として伝えている。OJT を通じて若手を育成するため指導員制度も導入し、早期育
成のためローテーションで様々な経験を積ませている。ローテーションで異動が
煩雑になるということは、これまで属人的にたまってきた暗黙知を形式知にする
必要が生じる。そのようなことが生じないよう取り組むことも先の営業ケーパビ
リティの向上にもつながっているという。 10 
こういった一連の変革の中で希望退職や転籍といったこととあわせてマネジャ
ーの数が 3 割ほど減り、2013 年ごろからようやくコンサバな人もアグレッシブな
人へとマインドに変化が出てきたと感じるようになったと吉沢氏は言う。2003 年
以降の変革活動の末、10 年かかりやっと変化を実感したという。 
 
富士フィルムの企業変革に関する考察 
富士フィルムの企業変革をコッターの 8つの変革ステップにそって考察すると、
事実確認が出来なかった第 2 ステップの「変革推進のための連帯チームを築く」
を除いて、コッターの変革プロセスと同様のプロセスを経ていることがわかる。
特にコッターも重視している第１ステップである「危機意識を高める」ステップ
に関し、前任社長を退任させ自らトップマネジメントに就任したこと、「トヨタ自
動車から車がなくなった状態だ。新日本製鐵から鉄がなくなった状態だ」という
表現を用いフィルム事業の衰退に関する社内の危機感を醸成出来ている。第 3 ス
テップ以降についても、古森氏のトップダウン型リーダーシップスタイルの影響
もあろうが、着実にコッターのステップを踏んでいったことがわかる。 
富士フィルムの企業変革事例から「変革ステップをスキップせずに着実に粘り
強く徹底的に実行していく」ことが変革の成功要因であったと言えよう。 
 
【事例 2】 三越伊勢丹ホールディングス 
百貨店最大手の三越伊勢丹ホールディングス（以下、三越伊勢丹 HD）で、新宿伊
勢丹の「メンズ館」の立ち上げを担った実績を持ち、旧来型の百貨店経営に危機感を
抱いて改革を急速にすすめ、婚礼や飲食店、旅行事業など、多角化路線を推進した大
西洋社長（以下、大西氏）が 2017 年に辞任した。大西氏はミスター百貨店と呼ばれ、
売上低迷にあえぐ百貨店業界において改革リーダーとしてマスコミに取り上げられて
きた人物である。しかし、急激な改革を進め、矢継ぎ早に新規事業を立ち上げたこと
で現場が混乱し、その責任を取る形で辞任したと伝えられている。  
                                               
10 高井尚之(2015)「人事トップマネジメントが語るわが社の人事戦略」, 『労政時報』第 3889
号/15.6.12,p.92,株式会社労務行政 
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第１ステップ :  危機意識を高める 
大西氏は百貨店がダメになっているという意識が全社的にあまりにも希薄であ
ると主張し、百貨店事業形態に対する強い危機感を持っていた。そのため構造改
革よりも先に成長事業の育成を重視し、カルチャー・コンビニエンス・クラブと
提携し新しい顧客サービスを急スピードで模索していた。現場からは大西社長の
ロマンに対し、日々の業績管理との折り合いの難しさなど、現場と距離があった
という声が多かったと言われている。大西氏自身も認識していたように、組織の
危機感醸成ができていないまま急激な変革を進めていた11。つまり、コッターの第
１のステップが完了できないまま第 2 ステップに進んでいる。コッターによれば、
大西氏の改革は、企業変革が成功するはずのない進め方であったといえる。 
 
第 2 ステップ： 変革推進のための連帯チームを築く 
三越伊勢丹 HDは、2008年に株式会社三越と株式会社伊勢丹が経営統合している。
富士フィルムとは異なり、三越伊勢丹 HD の企業変革は、組織統合後の組織統一課
題が解決されていない状態で企業変革がスタートした。伊勢丹出身の大西社長は、
2009 年に武藤元会長の支援のもと伊勢丹社長執行役員に就任しているが、武藤会
長は大西社長が伊勢丹社長執行役員に就任した直後の 2010 年に死去している。そ
の後会長に就任したのは石塚会長であるが、石塚会長は三越出身であり、大西氏
とは出身母体が異なっていた。変革に失敗し大西氏が辞任する直前の 2016 年時点
の取締役メンバーを確認すると 8 名の取締役のうち、大西社長と同じ伊勢丹出身
者は 2 名、三越出身者が 2 名、他は三井物産、いすゞ自動車、三菱東京 UFJ 銀行
（当時）となっている。旧三越系の不採算店舗の閉鎖を宣言していた大西社長を
取り巻く役員メンバーは、統合による混成チームとなっており連帯チームどころ
か四面楚歌になっていたと想像される。コッターの第 2 のステップ「変革推進の
ための連帯チームを築く」についても、残念ながら三越伊勢丹 HD の変革では失敗
している。 
 
第 3 ステップ :  ビジョンと戦略を生み出す 
第 4 ステップ : 変革のためのビジョンを周知徹底する 
人口減少や人口構成の変化を考えると、我が国では百貨店の規模が今後縮小し
ていくことは避けられず、百貨店のみでは今は成り立っていても、将来的には厳
しいと考えていた大西氏は、将来的には百貨店事業とその他の事業のポートフォ
リオを 7：3 または 6：4 にしておきたいと考えていたようである。大西氏はウェ
ディング、レストラン、ホテル、カフェなどの飲食に関連する事業に可能性を感
じていたが、大西社長の打ち出したビジョンに内部で共感した協力者は限られて
                                               
11 ダイアモンド・オンライン編集部「越伊勢丹・大西前社長が激白！「全てはのれんと雇用
を守るためだった」2017.7.10＜
https://diamond.jp/articles/dol-creditcard/134626?skin=dol-creditcard＞ 2018 年 11 月 28 日
アクセス  
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いたという。大西社長は、このビジョンを社内の協力メンバーを巻き込み策定し
ていったのだろうか。当然、取締役会等の機関承認は受けたであろうが、それら
の機関決定は形式的なもので、実際には協力者がいない状況での決定となってい
たのではないか。いずれにせよ、この第 3・4 ステップも失敗に終わっている。 
 
第 5 ステップ :  従業員の自発を促す 
兼務の事業会社の社長職については 8 年目になっていたという。ホールディン
グスの社長でありながら、同時に事業会社の社長職を兼務し、目玉の新規事業、
多角化事業を大西氏が主導していたということになる。大西氏は社長就任以前の
実績として、伊勢丹メンズ館の立役者としての功労が評価され社長に就任してい
る。社長としての権限を大西氏が抱え込み、部下に権限を付与できていなかった
のかもしれないとすると、改革に向けて従業員の自発を促していたとは言い難い
だろう。 
 
第 6 ステップ :  短期的成果を実現する 
大西社長の手掛けた新業態の飲食店や婚礼事業強化による店舗構造改革、仕入
れの構造改革も短期間で成果が出ず、自身で掲げていた「2019 年 3 月期に営業利
益 500 億円」という中期計画が達成できないことが、2016 年時点でほぼ見えてい
たという。その後、2017 年に大西社長は突然辞任を迫られ三越伊勢丹 HD を去るこ
とになった。ゆえにコッターの第 7 ステップ「成果を生かして、さらなる変革を
推進する」、第 8 ステップ「新しい方法を企業文化に定着させる」についての分析
は行っていない。 
 
三越伊勢丹 HD の企業変革に関する考察 
三越伊勢丹 HD の企業変革では、コッターが最も重要であると主張する第１ステップ
「危機意識を高める」に失敗している。さらに、コッターがスキップしてはいけない
と強く主張する「第１ステップをスキップし、最初に第 3 ステップのビジョンを策定」
している。三越伊勢丹 HD の変革については、三越と伊勢丹の統合組織であったため、
変革の開始時点で組織風土の分裂という課題が残った状態での難易度の高い変革であ
ったと言えるが、第２ステップの「変革推進のための連帯チームを築く」ステップに
おいても失敗しており、続く第 3 ステップ、第 4 ステップの「ビジョンと戦略を生み
出し、周知徹底する」ステップ、第 5 ステップの「従業員の自発を促す」ステップま
で、すべて失敗に終わっている。 
三越伊勢丹 HD の失敗事例は、コッターの主張する失敗するポイントが実例として
わかりやすく確認できる事例である。コッターの言う通り、大規模な変革は簡単には
実現せず、８つの段階のいずれであってもスキップした場合は問題が発生する。  
 
2-3. 考察 
富士フィルムと三越伊勢丹 HD の企業変革事例からは、企業変革は簡単には実現せ
ず８つの変革ステップをスキップした場合は問題が発生し変革に失敗する可能性が高
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いこと、また変革ステップを着実にスキップせずに粘り強く徹底的に実行していくこ
とが変革の成功要因であることが確認できた。 
つまり、我々が想像し得ない魔法の杖やドラマティックストーリーによって企業変
革は成功するのではなく、コッターが示している 8 つのステップを着実に実行してい
くことが成功の秘訣であるということである。それゆえ企業変革には各ステップを踏
んでいく一定の期間が必要となり、短期間でドラマティックに変革しようとすれば失
敗する可能性がでてくることを肝に銘じなければならないだろう。以上のことから、
コッターの８つのステップは企業変革を進める際に参考とすべきセオリーの一つであ
ると考える。 
 
図表 ４：富士フィルム、三越伊勢丹 HD の企業変革とコッターの８つのステップ  
段階  ステップ（活動）  富士フィルム  三越伊勢丹 HD 
第 1 段階  危機意識を高める  〇  X 
第 2 段階  変革推進チームをつくる  n/a X 
第 3 段階 適切なビジョンを掲げる  〇  〇  
第 4 段階 ビジョンを周知徹底する  〇  X 
第 5 段階 自発的な行動を促す  〇  X 
第 6 段階 短期的な成果を実現する  〇  X 
第 7 段階 気を緩めない  〇  n/a 
第 8 段階  変革を根づかせる  n/a n/a 
（出所）コッターの 8 つの企業変革ステップをもとに著者により作成  
 
しかしながら、今回考察した富士フィルム、三越伊勢丹 HD の事例は、いずれもト
ップマネジメント自らによる企業変革でありミドルマネジャーによる企業変革ではな
い。序論で紹介した通りミドルマネジャーはトップマネジメントの危機感を醸成し変
革へコミットさせることに難しさを感じており、いかにトップマネジメントの危機感
を醸成し、自身が重要だと思う事案を受けて入れてもらうかという課題にこたえるこ
とが本稿のリサーチ・クエスチョンである。コッターの８つの変革ステップは企業変
革において重要かつ有効なステップであると考えられるが、コッターの８つの企業変
革ステップでは、ミドルマネジャーがいかにトップマネジメントに対して課題共有を
行うかという問題提起の具体的な方法論について体系的な説明はなされていない。  
そこで、次章ではミドルマネジャーにとって重要なトップマネジメントの危機感を
醸成するスキルやプロセスを検討するため、Dutton & Ashford(2001)によって提唱さ
れた「ミドルマネジャーがトップマネジャーに対して自身が重要だと考える事案
（issues）を受け入れてもらおうとする試み」であるイシュー・セリングと組織変革
について考察を深めていくこととする。  
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図表 ５:ミドルマネジャーとトップマネジメントによる変革ステップの違い 
 
（出所）コッター ,(2002)「企業変革力」p.45 をもとに著者により作成  
 
3．イシュー・セリング/Issue Selling12 
組織変革の議論のひとつの潮流として「組織のメンバー・周囲のステイク・ホルダ
ーが事象の意味について納得し、それを集約させるプロセス」 13を探究する理論体系
であるセンス・メーキングが注目されている（Weick,1995）。同時に、Ansoff(1965)を
はじめとして戦略形成プロセスの研究としてもセンス・メーキングが研究されてきて
おり、そうしたセンス・メーキングの流れのひとつとしてイシュー・セリングという
概念が Dutton & Ashford(1993)によって提唱された。 
前述の通り、イシュ （ーissues）とは｢組織のパフォーマンスに影響を与える出来事、
発展、もしくは傾向｣であり、イシュー・セリング(issue selling)とは、「ミドルマネジ
ャーがトップマネジャーに対して自身が重要だと考える事案（issues）を受け入れて
もらおうとする試み」のことである。14 まさに、ミドルマネジャーが企業変革を実
行していく一段階前のプロセスとして求められるトップマネジメントに対する問題提
起をイシュー・セリングは取り扱っている。 誰かが何が問題かを主張して、はじめて
                                               
12 Dutton, J. E., Ashford, S. J., O'Neill, R. M., & Lawrence, K. A. (2001). Moves that matter: 
Issue selling and organizational change.  The Academy of Management Journal, 44(4), 
716-736.  
13 入山章栄（2016）  “「未来は作り出せる」は、けっして盲信ではない” , DAIMOND ハー
バード・ビジネス・レビュー , October 2016, pp. 126-136, p. 127 
14 筆者訳 原文  “as any event, development, or trend that could affect performance”  
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変革を伴うべき重要なイシューがトップマネジメントに認識され、組織の時間的投資、
その他優先順位ができ変革活動がはじまる。つまり、イシュー・セリングは、組織内
で限られたリソースやマネジメントの関心を配分させることに影響を与えるものであ
る。15 
Dutton＆Ashford(2001)は、82 のイシュー・セリングのケースについて、成功した
場合と失敗した双方のイシュー・セリング・プロセスを実証し、イシュー・セリング
のプロセスを「プレゼン活動」「巻き込み活動」「プロセス活動」16という３つの活動
プロセスと、さらに「人間関係コンテクスト」「規範的コンテクスト」「戦略的コンテ
クスト」17の３つのコンテクスト・ナレッジに整理している。 
次節からは、イシュー・セリングが最終的に成功したケースにおいて 70％以上が取
り入れていた活動（成功活用率）で、かつ、その活動を取り入れた場合にイシュー・
セリングが成功した確率が 70％以上の活動（活用成功率）を本稿で分析することで、
イシューに関するどの活動が有効であったかを確認していく。  
なお、Dutton＆Ashford(2001)は、「イシュー・セリング活動のレパートリーを駆使
して意思決定者であるトップマネジメントレベルの関心を振り向かせる」人物をイシ
ュー・セラーと呼んでおり、ミドルマネジャーがこのイシュー・セラーであると本稿
では位置づける。18  
 
3-1. プレゼン活動/Packaging 
 Dutton＆Ashford(2001)は、イシュー・セリングの内容面についてプレゼン活動
/Packaging として、「プレゼンテーション」「関連付け」の２つの中項目と「論理的に
ビジネスプランを提示した」「何度も提案した」「段階的に課題を抱き合わせていった」
「利益目標に課題を関連付けた」「市場シェアや組織目標に課題を関連付けた」「関係
者の関心のある課題に関連付けた」「他の課題に課題を関連付けた」の７つの活動に整
理している。 
プレゼン活動において成功活用率と活用成功率が共に 70％を超えていた活動の 1
つ目は、論理的で構造的に数値や図表を用い、収益へのインパクトの強調等をおこな
うなど「論理的にビジネスプランを提示した」活動である。成功ケースのうち 100％
が論理的にビジネスプランを提示しており、論理的にビジネスプランを提示したうち
の 75％がイシュー・セリングに成功している。  
2 つ目は「段階的に課題を抱き合わせていった」活動である。これも成功ケースの
うち 100％が段階的に課題を抱き合わせていっており、段階的に課題を抱き合わせて
いったうちの 89％がイシュー・セリングに成功している。  
3つ目は「利益目標に課題を関連付けた」活動である。これも成功ケースのうち 100％
が利益目標に課題を関連付けており、利益目標に課題を関連付けたうちの 90％がイシ
                                               
15 筆者訳 原文“Issue selling shapes an organization's investment of time and attention and 
thereby shapes, in part, the actions and changes that ensue.” 
16 著者訳 原文  ”packaging, involvement, timing ” 
17 著者訳 原文  ”relational, normative, strategic ”  
18 筆者訳 原文“Issue sellers are players who use a repertoire of moves to sell issues and 
affect top level decision makers”  
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ュー・セリングに成功している。  
4 つ目は「市場シェアや組織目標に課題を関連付けた」活動である。これも成功ケ
ースのうち 100％が市場シェアや組織目標に課題を関連付けており、市場シェアや組
織目標に課題を関連付けたうちの 88％がイシュー・セリングに成功している。  
トップマネジメントの視点に立てば、彼らのゴールである利益目標、市場シェア、
組織イメージといった経営指標の達成につながるイシューであれば、より強い関心を
持ってイシュー・セラーからの提案を受け入れられるだろう。あわせてイシュー・セ
ラーは、ただ利益目標、市場シェア、組織イメージについて触れるだけでなく、各経
営指標に対して具体的にどのように、そのイシューがつながっており、どうすればそ
の経営指標の達成につながるかの道筋を見せる必要があるため、ビジネスロジックを
しっかりとさせていると理解できる。  
 
3-2. 巻き込み活動/Involvement 
続いて、イシュー・セリングにおいて様々なステイク・ホルダーを巻き込んでいく
巻き込み活動/Involvement を「巻き込む対象」「巻き込み方」の２つの中項目と「上
層部を巻き込んだ」「同じ階層の同僚を巻き込んだ」「組織外の人を巻き込んだ」「下の
階層の人を巻き込んだ」「上司に常に報告していた」「フォーマルに巻き込んだ」「イン
フォーマルに巻き込んだ」の７つの活動に整理している。 
巻き込み活動において成功活用率と活用成功率が共に 70％を超えていた活動の 1
つ目は、「上層部を巻き込んだ」活動である。成功ケースのうち 100％が上層部を巻き
込んでおり、上層部を巻き込んだうちの 88％がイシュー・セリングに成功している。 
2 つ目は「同じ階層の同僚を巻き込んだ」活動である。成功ケースのうち 95％が同
じ階層の同僚を巻き込んでおり、同じ階層の同僚を巻き込んだうちの 82％がイシュ
ー・セリングに成功している。  
3 つ目は「下の階層の人を巻き込んだ」である。成功ケースのうち 100％が下の階
層の人を巻き込んでおり、下の階層の人を巻き込んだうちの 88％がイシュー・セリン
グに成功している。  
4 つ目は「上司に常に報告していた」活動である。成功ケースのうち 100％が上司
に常に報告しており、上司に常に報告していたうちの 88％がイシュー・セリングに成
功している。 
5 つ目は「インフォーマルに巻き込んだ」活動である。成功ケースのうち 100％が
インフォーマルに巻き込んでおり、インフォーマルに巻き込んだうちの 73％がイシュ
ー・セリングに成功している。  
 
3-3. プロセス活動/Process 
最後にイシュー・セリングを行うプロセスをプロセス活動/Process として「フォー
マリティ」「準備」「タイミング」の３つの中項目と「フォーマルな手続きを踏んだ」
「書面でのコミュニケーションを使った」「入念な準備を行った」「粘り強く提案し続
けた」「好機をつかむ」「初期段階から巻き込んだ」の 6 つの活動に整理している。  
プロセス活動において成功活用率と活用成功率が共に 70％を超えていた活動の 1
17 
 
つ目は、「フォーマルな手続きを踏んだ」活動である。成功ケースのうち 71％がフォ
ーマルなプロセスを踏んでおり、フォーマルな手続きを踏んだうちの 100％がイシュ
ー・セリングに成功している。  
2 つ目は「粘り強く提案し続けた」活動である。成功ケースのうち 100％が粘り強
く提案し続けており、粘り強く提案し続けたうちの 70％がイシュー・セリングに成功
している。 
3 つ目は「好機をつかむ」活動である。成功ケースのうち 86％が好機をつかんでお
り、好機をつかんだうちの 86％がイシュー・セリングに成功している。  
 イシュー・セリングを行うプロセスにあたっては、粘り強くフォーマルな手続きに
従いイシュー・セリングを進めつつも、好機を逃さず利用することが成功要因となろ
う。 
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図表６： 20 のイシュー・セリング活動の成功活用率と活用成功率 
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（出所）Dutton＆Ashford(2001)をもとに著者により再集計し作成  
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3-4. コンテクスト・ナレッジ/Context Knowledge 
さらに Dutton＆Ashford(2001)は、図表 7 に示す３つのコンテクスト・ナレッジに
関する質問に回答することで、イシュー・セリングを成功しやすくすることができる
という。エドワード.T.ホールによれば、コンテクストとは、コミュニケーションの基
盤である言語・共通の知識・体験・価値観・ロジック・嗜好性を指しているが、Dutton
＆Ashford(2001)は、図表 7 に示す「人間関係」「規範」「戦略」の３つの枠組みでイシ
ュー・セリングに重要なコンテクストを整理している。  
まず、個人や社会関係性の理解といった「人間関係コンテクスト」の把握によりイ
シュ ・ーセリング活動が成功しやすくなるという。これらのコンテクスト情報により、
イシュー・セリングにかかわる抵抗を予測する、専門的な知識や情報をリストアップ
する、権力構造を事前に学習するなどにより事前に各方面によりよく働きかけること
が可能になるという。このように人間関係に関するコンテクスト知識は、提案者のコ
ンテクストにかかわるポリティカルな側面を導くことに有用である。つまりこれらの
人間関係コンテクストを蓄えることで、先にあげた３つのイシュー・セリング活動の
うちの「巻き込み活動」を効果的に計画することができるようになる。  
次に、特定組織における適切な言動パターンといった「規範的コンテクスト」の理
解も重要である。これらの規範的コンテクストを理解することで、例えばプレゼンテ
ーションの仕方やプレゼンテーションで使用するデータ等の表現方法を有効に選択で
きるようになる。他にも、フォーマルなアプローチを選択した方が良いのか、よりカ
ジュアルなアプローチでイシュー・セリングを行った方がよいのかといった面でも規
範的コンテクストが活用できる。いつ主張したらよいのか、いつが有利な時間帯なの
か、いつ誰を巻き込めば良いのかといったことは、それぞれのシチュエーションにお
ける規範による。これらの規範を理解すればするほど、イシュー・セラーはイシュー・
セリング活動を効果的に選択し、その状況に応じて上手に活用することが出来る。  
最後に示されたコンテクスト・ナレッジは、組織ゴール、戦略プランやその優先順
位を理解する「戦略的コンテクスト」である。戦略的コンテクストは先にあげた３つ
のイシュー・セリング活動のうち「プレゼン活動」に関連が強い。自社の組織ゴール、
戦略プランといった戦略的知識を理解できていなければ、課題を利益目標や組織ゴー
ルに関連づけることが出来ず、プレゼンテーションをロジカルに、かつ特定の組織や
ビジネスプランに合致したものとさせることが難しくなる。 
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図表７： コンテクスト・ナレッジ 
◆人間関係コンテクスト 
  この課題によって影響を受ける人は誰か？  
 この課題に経験値のある人は誰か？  
 この課題に関心のある人は誰か？  
 この課題を提唱する際に誰 /グループが協力してくれるか？  
 この課題に誰 /グループが反対しそうか？  
 この課題は誰かに脅威を抱かせるか？  
 誰がこの課題を支援または邪魔するパワーを持っているか？  
 人々はいつ頃この課題について耳を傾けようとするか？  
◆規範的コンテクスト  
  キーマンはどのようなデータを用いることが多いか？  
 通常データはどのようにプレゼンに用いられるか？  
 課題に対してどのように反論されることが多いか？  
 どのようなプロトコルがあるか？  
 実質的な意思決定の公式的な場として何があるか？  
 通常、どれくらいの期間課題共有に時間を要するか？  
 似たような課題が提案されたことが過去にあったか？  
◆戦略的コンテクスト  
  組織ゴールは何か？  
 組織ゴールを達成する組織プランはどうなっているか？  
 トップマネジメントにとって最重要戦略課題は何か？  
 視野を広げた場合に我々の競合的コンテクストは何か？  
（出所）Dutton＆Ashford(2001)を元に著者が和訳  
 
3-5. 考察 
Dutton＆Ashford(2001)は 20 のイシュー・セリング活動を実証しているが、イシュ
ー・セリングの成功活用率と活用成功率がともに 70％以上の活動に絞り、イシュー・
セリングを成功に導いた活動を抽出したところ 12 の活動に絞られた。この 12 の活動
はイシュー・セリング活動を成功へと導く特に重要な活動と位置付けて良いだろう。  
また、20 のそれぞれのイシュー・セリング活動を使用して成功する確率と失敗する
確率では、20 のすべての活動についてそれらの活動を行って失敗するよりも成功する
確率の方が高い(図表 6,（a）> (c) )。さらに、20 のイシュー・セリング活動を使用し
たとしても成功する場合もあれば失敗する場合もあるが(図表 6,（c）/ (d) >0% )、成
功したケースにおいては 20 の活動のうち 9 割の 18 の活動での使用率が 70％を超え
ている(図表 6,（a）> 70% )。このことから、イシュー・セリングの成功のためには、
成功活用率と活用成功率がともに 70％以上の 12 の活動を特に重視するだけでなく、
可能な限り 20のイシュ ・ーセリング活動を網羅することも大変重要だと考えられる。 
次に、イシュー・セリング活動とあわせて示された３つのコンテクスト・ナレッジ
が、３つイシュー・セリング活動である「プレゼン活動」「巻き込み活動」「プロセス
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活動」を効果的に計画し、実行する秘訣となっている点に着目したい。実務的には「プ
レゼン活動」「巻き込み活動」「プロセス活動」をいきなり考えるのではなく、まずは
イシュー・セリングを行う組織の「戦略」「人間関係」「規範」の３つのコンテクスト・
ナレッジを蓄積することからはじめ、十分なコンテクスト・ナレッジが蓄積できたと
ころで、どのようにイシュー・セリングをすすめていくかという活動プロセスを「プ
レゼン活動」「巻き込み活動」「プロセス活動」の３つの軸で整理していくといった順
序となるだろう（図表 8）。 
このようなイシュー・セリングのポイントがまとまって整理されたフレームは、ミ
ドルマネジャーがイシュー・セリングをする上で、どのようなイシュー・セリングを
どのように計画するかを検討する上で、抜けもれなく十分な準備を行いトップマネジ
メントへの提案が行える点で非常に有効なツールであろう。 
 
図表８： コンテクスト・ナレッジとイシュー・セリングの関係 
 
※下線は 20 のイシュー・セリング活動のうち成功活用率、活用成功率が 70％以上の 12 の活動  
（出所）Dutton＆Ashford(2001)を元に著者が和訳の上一部加工  
 
4．日本の組織変革コンサルタント・インタビュー 
3 章では Dutton＆Ashford(2001)の調査から、イシュー・セリング活動に有効な 12
の活動を抽出したが、INSEAD のエリン・マイヤー教授によると19図表 9 が示すよう
に日本企業における意思決定スタイルは、ヒエラルキー重視型・合議型と分類され、
平等主義・トップダウン型の米国やカナダといった北米国の意思決定の考え方と大き
く異なっている。Dutton＆Ashford(2001)の調査はアメリカで実施されているため、国
                                               
19 エリン・メイヤー（2017）,「権威」のとらえ方と「意思決定」スタイルから読み解く異文
化適応のリーダーシップ」,DIAMOND ハーバード・ビジネス・レビュー Oct 2017,ダイヤモン
ド 
イシュー・セリング
プレゼン活動
 論理的にビジネスプランを提示する
 何度も提案する
 段階的に課題を抱合せしていく
 利益目標に課題を結び付ける
 市場シェアや組織目標に課題を結び付ける
 関係者に関心のある課題に関連付ける
 他の課題に課題を関連付ける
巻き込み活動
 上層部を巻き込む
 同じ階層の同僚を巻き込む
 組織外の人を巻き込む
 下の階層の人を巻き込む
 上司に常に報告する
 フォーマルに巻き込む
 インフォーマルに巻き込む
プロセス活動
 フォーマルな手続きを踏む
 書面でのコミュニケーションを使う
 入念な準備を行う
 粘り強く提案し続ける
 好機をつかむ
 初期段階から巻き込む
戦略的コンテクスト
 組織ゴールは何か？
 組織ゴールを達成する組織プランはどうなっているか？
 トップマネジメントにとって最重要戦略課題は何か？
 視野を広げた場合に我々の競合的コンテクストは何か？
コンテクスト・ナレッジ
人間関係コンテクスト
規範的コンテクスト
 キーマンはどのようなデータを用いることが多いか？
 通常データはどのようにプレゼンに用いられるか？
 課題に対してどのように反論されることが多いか？
 どのようなプロトコルがあるか？
 実質的な意思決定の公式的な場として何があるか？
 通常、どれくらいの期間課題共有に時間を要するか？
 似たような課題が提案されたことが過去にあったか？
 この課題によって影響を受ける人は誰か？
 この課題に経験値のある人は誰か？
 この課題に関心のある人は誰か？
 この課題を提唱する際に誰 グループが協力してくれるか？
 この課題に誰 グループが反対しそうか？
 この課題は誰かに脅威を抱かせるか？
 誰がこの課題を支援または邪魔するパワーを持っているか？
 人々はいつ頃この課題について耳を傾けようとするだろうか？
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によるリーダーシップの意思決定スタイルの違いがイシュー・セリングに影響を与え
る可能性がないかを探るため、日本企業において 12 のイシュー・セリング活動の有
効性について検証する必要があろう。 
そこで、有力コンサルティングファームのマッキンゼーで数々の企業の組織変革をコ
ンサルティングし、その後ソニーの変革室を経て、2009 年に変革を柱とする株式会社
チェンジウエーブを創業した佐々木裕子氏にミドルマネジャーによる企業変革のポイ
ントについてインタビューを行った。佐々木氏は、これまで日本で 400 件以上の組織
変革コンサルティングと日本企業の組織変革担当者として実績を持っている。なお、
佐々木氏へのインタビューの際は、Dutton＆Ashford(2001)の調査結果による先入観の
影響を回避するため、あえて Dutton＆Ashford(2001)の先行研究については触れずに
日本企業でミドルマネジャーが企業変革を進めるポイントのみ質問した。 
 
図表９： 意思決定と権威に対する考え方の国による違い 
 
（出所）DIAMOND ハーバード・ビジネス・レビュー, Oct 2017,p.19 
 
4-1. 今日の組織変革の７つのステップ 
2 章で取り扱ったコッターの８つの変革ステップは、「変革は緊急課題であるという
認識の徹底から始まり、8 つの変革プロセスを確実に踏まなければ企業変革は成功に
至らない、かつ最後までたどり着くには相当な時間がかかる」というものだが、日々
変革の現場に身を置く立場である佐々木氏は異なるアプローチを提案している。 20 
第一に、変化が早い現代においてそもそも時間をかけて変革していたら、その間に
環境が激変してしまうため、数か月単位でいっきに変革して、同時に組織が変わり続
                                               
20 佐々木裕子(2018),「組織変革実践法７つのステップ 日本企業はなぜ変われないの
か」,DIAMOND ハーバード・ビジネス・レビュー May 2018,ダイヤモンド社.p.74-83 
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ける装置や仕掛けを仕込む必要があるという。  
第二に、コッターが危機感の醸成を徹底せよと主張しているが、とにかくまず小さ
くやってみる方が費用対効果が高く、論より証拠で示すほうが圧倒的に早く組織を動
かす可能性が高いという。  
第三に、コッターは組織内の変革を想定しているが自社を変革するには業界全体が
変わらなければいけない、自社を越えた協働の仕組みが必要であるなど、組織内にと
どまらない変革が増えてきているため、自組織以外の様々なプレーヤーを巻き込み「外」
の力を活用しながら一緒に変わっていくという発想や手法が求められるという。  
佐々木氏は数多くの経験を持つ変革コンサルタントとして図表 10 のように「今日
の組織変革の７つのステップ」を提唱しているが、佐々木氏の 7 つのステップの最終
ステップは「会社としてのコミットメントまで持ち込む」となっている。会社として
のコミットメントとは、つまりトップマネジメントによる承認を得て全社的な変革活
動を開始するという意味と解釈できる。だとすれば、佐々木氏の提唱する 7 つのステ
ップは、本稿がテーマとするトップマネジメントの危機感を醸成し、自身が重要だと
思う事案を受け入れてもらうステップ、つまりイシュー・セリングに関するステップ
だと言える。一方で、コッターの 8 つのステップは会社としてコミットメントした変
革を確実に実行していくステップを提示している。つまり、コッターの 8 つのステッ
プの第一段階の前のステップとして、佐々木氏の 7 つのアプローチを参考にし、トッ
プマネジメントに対するイシュー・セリングを行うことができると考えらえる。そこ
で次にインタビューで佐々木氏が強調していたポイントと Dutton＆Ashford(2001)の
主張に国による差異がないか確認していく。  
 
図表 10： 佐々木氏の提唱する今日の組織変革の７つのステップと 
コッターの企業変革の８つのステップ 
 
（出所）DIAMOND ハーバード・ビジネス・レビュー,May 2018,p.74-75 を 
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真に解くべき課題の構造を見極める
組織「力学」を理解して、変革の経路を決める
動くように「文 」を設定する
短期で成果を出す実証実験を設計する
「ファーストペンギン」をキャスティングする
「実行主体者」を確実に巻き込む仕掛けをつくる
会社としてのコミットメントまで持ち込む
緊急課題であるという認識の徹底
強力な推進チームの結成
ビジョンの策定
ビジョンの伝達
ビジョン実現に向けて社員をサポート
短期的な成果を上げるための計画の作成・実行
改 の成果の定着とさらなる変革の実現
新しいアプローチを根付かせる
佐々木氏の提唱する
今日の組織変革の７つのステップ
コッターの
企業変革の８つのステップ
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元に著者が作成  
 
4-2. 課題の構造を見極め、組織の力学を理解し、文脈を設定する 
佐々木氏は、変革を成功させる第 1 ステップとして、どういう構造でメカニズムが
働いているかという「ゲームのルール」を把握し、その「ゲームのルール」に乗りな
がら変革していくことが効果的であるという。真に解くべき課題の構造を見極めたの
ちに、第 2 ステップとして、組織の神経系統（組織の力学）を理解し、第 3 ステップ
でそれにあわせた文 設定を行い、第 4 ステップとして潮目（タイミング）を見なが
ら「震源地」にアプローチし成果を出すことが重要であるという。 
この神経系統の理解や文 設定にあたり、第三者である変革コンサルタントは社内
の情報を持ちえないことが多いため、社内のキーマンを通じてこれらを理解すること
が多いという。社内のミドルマネジャーは既に各組織で豊富な業務経験を持ち変革コ
ンサルタント以上に社内情報に精通していることを考えれば、ミドルマネジャー自ら
自社の神経系統を理解し、文 設定を行うことは十分に可能であろう。 
佐々木氏の提唱する神経系統（組織の力学）を理解し、文 設定を行うというプロ
セスは、組織の人間関係、集団関係の知識、組織文化・風土などの規範的知識、組織
の戦略にかかわる知識が重要で自分を取り巻くコンテクストを調整していけるような
対人能力を備えたマネジャーこそがイシュー・セリングに成功できると主張するアメ
リカの Dutton＆Ashford(2001)の主張と同意である。 
 
4-3. 機関決定指標にあわせて経営が引けるレバーを用意する 
変革とは A から B に変わるということであり、大抵この B は機関決定されている
ことが多いので、その機関決定され中期経営計画や業績指標となっているゴールを加
味して文 を設定し、タイミング、潮目を見ながらゲームのルールに乗せて変革を実
行していくことが重要だと佐々木氏は言う。その際の文 の一つとして、例えば働き
方改革や女性活躍推進など、時流をとらえた文 設定を外部の有識者や様々なイベン
トを仕掛けることでトップマネジメントを巻き込む文 設定をデザインしているとい
う。変革コンサルタントとして多数の企業変革実績とネットワークを持つ佐々木氏だ
からこそ利用できる技術やノウハウも当然あろうが、企業として機関決定されている
ゴールにあわせて文 を設定するアプローチ自体は社内のミドルマネジャーであって
も十分意識的に取り込むことが出来るだろう。また、経営は抽象的な概念や理想論で
話しても意思決定レバーを引けないので、機関決定されたゴールに加え、そのゴール
の達成に対して課題となっている事象に関するファクトをトップマネジメントに提示
することも重要であると佐々木氏は強調する。  
経営が引けるレバーを用意するというアプローチは、ロジックやファクトデータを
用いて収益目標、市場シェア、組織イメージやその他の経営課題と結び付けるという
Dutton＆Ashford(2001)のプレゼン活動とこれも同意である。 
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4-4. 正式ルートにのる 
経営企画、人事、ダイバーシティ担当、または事業部トップマネジメントの直轄組
織などの正式なルートにのらないと変革は成功しないと佐々木氏は言う。そのため、
変革を成功させるには事前に正式なルートに乗せる仕掛けが必要となり、影響力を持
つ立場にアプローチをすることが重要となる。ミドルマネジャーには、権限がないと
考える人もいるが、トップマネジメント以外はすべからく権限がないということはな
く、ミドルマネジャーでも、経営企画、人事、ダイバーシティ担当などは企業変革の
役割を担っているポジションは意外と多い。人事部などは企みごとを考えつつタイミ
ングを見計らっていることが多い部署である。それゆえ、社内のミドルマネジャーが
イシュー・セリングを行う場合、新規事業提案コンテスト、TFT 等の正式なルートを
探すか、イシューに対して、既に権限を持っている経営企画部、人事部のミドルマネ
ジャーを巻き込むことで正式ルートに乗ることができると佐々木氏は言う。  
 正式ルートにのるというアプローチは、委員会やタスクフォースチームのような組
織を利用する、または、専任部署と協働するなどフォーマルな形で人々を巻き込むプ
ロセスをイシュー・セリングのプロセス活動として挙げている Dutton＆
Ashford(2001)のイシュー・セリングフレームとやはり同じポイントに関する指摘であ
る。 
 
4-5. 考察 
以上の通りアメリカでイシュー・セリングの実証実験を通じてイシュー・セリング
活動項目を調査してきた Dutton＆Ashford(2001)の研究と日本で 400 社以上の企業変
革に携わってきた佐々木氏の主張するポイントは多くの点で一致していることが確認
できた。 
例えば、課題の構造を見極め、組織の力学を理解し、文 を設定するという佐々木
氏の主張は、Dutton＆Ashford(2001)が主張している人間関係、組織の規範、戦略とい
ったコンテクスト・ナレッジを蓄積したうえでイシュー・セリング活動を計画するこ
とが重要だとの主張と合致している。また、機関決定指標にあわせて経営が引けるレ
バーを用意するとの佐々木氏の主張についても、Dutton＆Ashford(2001)の提示するプ
レゼン活動のうち論理的にビジネスプランを提示する活動や利益目標、市場シェア、
組織イメージに課題を関連付ける活動と一致している。正式ルートにのるという佐々
木氏の主張については、Dutton＆Ashford(2001)のフォーマルな巻き込み活動と一致し
ている。 
トップマネジメントの意思決定と権威に対する考え方に欧米と日本で違いはあるも
のの（エリン・メイヤー,2017）、Dutton＆Ashford(2001)のから導き出したイシュー・
セリングの活用成功率と利用率の高い 12 のイシュー・セリング活動と日本の組織変
革コンサルタントからみたイシュー・セリングのポイントのうち、５つのイシュー・
セリング活動は明確に一致している（図表 11）。一つ目は、パッケージングの活動の
ひとつである「ロジカルなビジネスプランを提示する活動」である。二つ目と三つ目
は、「組織で重視されている利益目標、または市場シェアや組織イメージに課題を関連
付ける活動」である。四つ目は、「上層部を巻き込む活動」である。五つ目は、「好機
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をつかむ活動」である。  
 「組織外の人を巻き込む活動」と「フォーマルに巻き込む（コミッティーや TFT
等）活動」の２つの活動については、Dutton＆Ashford(2001)の調査で活用成功率と成
功活用率の高い 12 のイシュー・セリング活動に入っていなかったものの、日本で多
数の変革に携わってきた佐々木氏は企業変革上のポイントとして重視している。 
「組織外の人を巻き込む活動」について佐々木氏は「公式ルートにのることが重要
である」と表現し強く主張している。経営企画部や人事部といったコーポレート部門
では、正式に全社的な経営課題を解決するミッションを担うミドルマネジャーが存在
するため、それらの担当者を巻き込むことでコーポレート部門以外に所属するミドル
マネジャーもイシュー・セリングを成功させることができるが、正式なミッションを
担っていない事業部門のミドルマネジャーが突然全社的な課題をトップマネジメント
に対してイシュー・セリングしても失敗する確率が高いという。 Dutton＆
Ashford(2001)の調査結果において活用成功率は 70％を下回っていたものの 55％とな
っており、論文中で IT 部門、人事部と自部門の３つの部門が協力したことによりイ
シュー・セリングが成功したケースが紹介されていたことからも、「組織外の人を巻き
込む活動」についてはその有効性についての再検証が必要であろう。  
 また、「フォーマルに巻き込む（コミッティーや TFT 等）活動」について、Dutton
＆Ashford(2001)の調査結果では、こちらも成功活用率は 88％で 70％を上回っていた
が活用成功率が 54％と 70％を下回っていた。一方で、佐々木氏は前述の通り、正式
にイシュー・セリングを行う部門に所属しいない場合は経営企画部や人事部といった
部署を巻き込むか、既存のコミッティーや TFT を利用して問題を訴えることが有効で
あると主張している。Dutton＆Ashford(2001)の調査結果では活用成功率が 54％とな
っており一定の有効性はある。コミッティーを活用することで、自身が訴えたい問題
に対するコミッティーの関心を高め周囲を巻き込んだ成功事例が論文内で紹介されて
いることも加味すれば、やはり「フォーマルに巻き込む（コミッティーや TFT 等）活
動」についても、活用成功率は 70％を下回っているが、その有効性についての再検証
が必要であろう。  
 以上のことから、次章ではイシュー・セリング活動のうち Dutton＆Ashford(2001)
と佐々木氏で明確に共通していた５つの活動に加え、検証が必要な「組織外の人を巻
き込む活動」と「フォーマルに巻き込む（コミッティーや TFT 等）活動」の 2 つの
活動を加えた７つのイシュー・セリング活動の有効性について、実際のミドルマネジ
ャーによる企業変革の成功事例と失敗事例で考察していくこととする。  
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図表 11： Dutton＆Ashford(2001)と佐々木氏がイシュー・セリングで重視する活動 
 
出典：Dutton＆Ashford(2001)と佐々木氏インタビューにより著者が作成  
 
5．ミドルマネジャーによるイシュー・セリング活動事例分析 
5-1. イシュー・セリングの成功・失敗事例分析 
対象企業の選定にあたり、第一ステップとしてビジネス雑誌等を通じミドルマネジ
ャーによる変革事例を調査確認したが、ミドルマネジャーによるイシュー・セリング
からスタートした変革事例に該当する記事を確認することができなかった。ミドルマ
ネジャーによりイシュー・セリングが行われ、その結果企業変革につながった事例が
変革の結果として一般に公開される段階では、イシュ ・ーセリングのプロセスよりも、
企業変革の実行段階以降がクローズアップされることが多く、またその変革の意思決
定者であるトップマネジメントの視点で事例が紹介されることが多いことが、その理
由の一つではないだろうか。  
そこで、第二ステップとして指導教授に事例紹介を相談し、大手家電メーカーのミ
ドルマネジャーにインタビューを実施した。加えて、第三ステップとして早稲田大学
ビジネススクールの現役生と卒業生にアンケートを実施し抽出した 2事例と著者自身
が現職の石油関連企業で実際に経験したトップマネジメントへのイシュー・セリング
の事例を加え４つの事例を検証する。 
 
【成功事例 1】 製薬メーカーの事例  
 
イシュー・セリングの概要 
本製薬メーカーでは MR による医師への接待等に代表されるように、ステイク・ホル
ダーとの関係性を重視する風習やこだわりが根強く残っていた。マーケティング部門
の 30 代ミドルマネジャーが担当してた薬局・薬店・ドラッグストアなどで販売されて
Du  on＆Ashford(2001)
成功活用率70％以上かつ
活用成功率70％以上
論理的にビジネスプランを提示する ● ●
何度も提案する
段階的に課題を抱合せする ●
利益目標に課題を関連付ける ● ●
市場シェア、組織イメージに課題を関連付ける ● ●
関係者の関心のある課題に関連付ける
他の課題に課題を関連付ける
上層部を巻き込む ● ●
同じ階層の同僚を巻き込む ●
組織外の人を巻き込む ●
下の階層の人を巻き込む ●
上司に常に報告する ●
フォーマルに巻き込む（コミッティーやTFT等） ●
インフォーマルに巻き込む ●
フォーマルな手続きに従う ●
書面でのコミュニケーションを使う
準備 入念な準備を行う
粘り強く提案し続ける ●
好機をつかむ ● ●
初期段階から巻き込む
イシュー・セリングの20の活動
変革
コンサルタント
佐々木氏提唱
プレゼン活動
プレゼンテーション
関連付け
巻き込み活動
巻き込む対象
巻き込み方
プロセス活動
フォーマリティ
タイミング
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いる消費財としての医薬品を扱うＯＴＣ部門も例外ではなかった。消費財部門故に、
一般消費者への宣伝のため大手広告代理店に毎年多額の広告出稿料を支払っていたが、
その出稿料の適正化や広告効果測定等は行われず、むしろ接待等による関係性構築を
重視した前例踏襲型の出稿を行う状態が続いていた。一方で、日本の消費者の生活ス
タイルや家族構成が変わり、これまでのマス広告が必ずしも売上拡大にはつながって
おらず、より広告効果に見合った出稿契約、つまり広告効果に応じて広告料を支払う
契約形態とそれによりマス広告から消費者個人へリーチできる広告へのシフトが必要
だとミドルマネジャーは問題意識を強く抱き、役員に向けて広告出稿契約の見直しを
問題提起し、最終的に全社の広告出稿契約の変更が行われるに至った。 
 
イシュー・セリング活動①：ビジネスプランにロジックを利用した 
  広告代理店との出稿契約見直しに対して、会社の風土として鷹揚で細かな部分に
まで細かく指示しない企業と認識されたいという意識や接待等を通じた人間関係によ
るビジネススタイルへのこだわりが強く、広告効果により広告料を支払うドライな契
約スタイルへの見直しは反対される可能性が高いとミドルマネジャーは事前に予測し
ていた。ミドルマネジャーは、役員向けプレゼン資料の中にいわゆるテレビの視聴率
の年代別データや、時系列変化や自社の商材とターゲット顧客に関するデータを組み
込んだ資料を見せ、いかに現状の出稿契約が時代にあわない非効率な状態かをロジカ
ルに提示した。 
 
イシュー・セリング活動②：利益目標に課題を結び付けた 
  広告出稿契約の見直しによる事業全体での販売費の削減効果を提示し、事業の利
益率の改 効果を具体的数値で提示している。 
 
イシュー・セリング活動③：市場シェアや組織目標に課題を結び付けた  
  広告出稿契約の見直しにより、例えばテレビ広告への集中出稿スタイルから個人
へアプローチするネット広告への移行などが見込めるため、世帯別や個人別などター
ゲットにどの程度リーチが可能となるかマーケティング上のメリットも提示している。
さらに広告効果を図る参考指標として、GRP（Gross Rating Point）といった世帯単位
のテレビ視聴率の指標に加え、新たに個人別のリーチを図る指標を導入して効果測定
を実施していく新たな参考数値指標を提案している。 
 
イシュー・セリング活動④：上層部を巻き込んだ 
  医療機関向け製薬販売は BtoB が主であるため広告出稿は企業広告程度であり、全
社の広告取引のほとんどが一般消費者向けを中心とするミドルマネジャーが担当する
OTC 事業との取引であった。しかしながら医療機関向けの事業にとっても自社のイメ
ージ向上を狙った企業広告等の出稿もあるため、広告出稿形態の見直しとなる提案は
OTC 事業の役員のみならず他事業を担当する役員も入る役員会議で行われる必要があ
った。そのため、事前に他事業担当の取締役へ提案内容を説明の上、ミドルマネジャ
ーの提案への賛同を取り付けている活動を行っている。 
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イシュー・セリング活動⑤：組織外の人を巻き込む  
  前述の通り、広告出稿形態の見直しとなる提案は OTC 事業の役員のみならず他事
業を担当する役員も入る役員会議で行われる必要があったため、事前に他事業担当の
取締役へ提案内容を説明の上、ミドルマネジャーの提案への賛同を取り付けている。 
 
イシュー・セリング活動⑥：フォーマルに巻き込む（コミッティーや TFT 等）  
  役員会で提案活動を実施していることからフォーマルに巻き込んでいる。 
 
イシュー・セリング活動⑦：好機をつかむ 
  前述の通り事前に他事業の取締役を巻き込む活動を実施しているが、取締役のう
ち特に関係性の悪い二人が存在しており、そのうち一人の取締役が自身の提案に反対
する可能性が高いとミドルマネジャーは考えていた。そのため、反対する可能性のあ
る取締役に対し事前の根回しを実施しており、その際ミドルマネジャーはその取締役
のプライベートな情報を掴み利用している。この提案の少し前にその取締役が広告代
理店に対して悪印象を持つ経験をされているとの情報を入手し、そのプライベート事
例とＯＴＣ部門で起こっている事例の根底には広告代理店という関係性を利用した前
時代的な営業スタイルや組織風土の印象と重ね合わせ、コンプライアンスの観点とい
う別視点でも本施策の有用性があることを事前に提案説明を行ったという。 
 
図表 12：製薬メーカーの７つのイシュー・セリング行動 
 
（出所）製薬メーカー社員インタビューを元に著者作成  
 
【成功事例 2】 大手電機メーカーA 社の事例  
 
イシュー・セリングの概要 
 情報システムの企画部門で入社 14 年目であったミドルマネジャーは、海外 7 拠点に
またがる基幹システム（ERP）の集約化によりコストダウンが可能だと考えていた。コ
プレゼンテーション ① 論理的にビジネスプランを提示する ●
・テレビの視聴率の年代別データや、時系列変化や自社の商材とター
ゲット顧客に関するデータを組み込んだ資料を使用し出稿契約の見直
しの必要性を訴えた
② 利益目標に課題を関連付ける ● ・広告出稿契約の見直しによるコストの削減効果
③ 市場シェア、組織イメージに課題を関連付ける ● ・世帯別や個人別などターゲットにどの程度リーチが可能となるか具体的な契約見直し効果数値で提示している
④ 上層部を巻き込む ●
⑤ 組織外の人を巻き込む　＜佐々木氏のみ強調＞ ●
巻き込み方 ⑥
フォーマルに巻き込む　＜佐々木氏のみ強調＞
（コミッティーやTFT等） ●
・マーケティングマネジャーとして、組織ミッションと自身のポジ
ションミッションと合致した提案をフォーマルに実施している。
プロセス活動 タイミング ⑦ 好機をつかむ ● ・反対派の取締役のパーソナルな情報を利用し、事前に提案内容へのイメージアップを図った
プレゼン活動
関連付け
巻き込む対象
・事前に他事業担当の取締役へ提案内容を説明し賛同を得られるよう
根回しを行っている
巻き込み活動
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ストダウンという総論に対しては多くの賛同を得られるものの、実際にシステム変更
が生じた際の運用変更による負担感やインシデント発生に対する不信感から各論とな
ると全体合意が得られないことが予想された。ミドルマネジャーは、事前に反対派の
役員からの賛同を得られるよう対策を検討して根回しを行いイシュー・セリングを成
功させ拠点間の基幹システムの見直しプロジェクトを導入し実行するに至った。 
 
イシュー・セリング活動①：ビジネスプランにロジックを利用した 
  基幹システムの集約化によりコストダウンが可能ではあるものの、一般的にシス
テム開発で要する予算よりも高額となる 10 億円規模の予算の獲得が必要であった。プ
ロジェクト概要として、ビジネス環境、事業課題、施策、予算、ROI、体制、スケジュ
ールといった必要情報を盛り込んだ提案を実施しており、プロジェクトの重要性、投
資効果は役員にも十分な理解を得ることが出来ている。 
 
イシュー・セリング活動②：利益目標に課題を結び付けた 
  前述の通り、7 拠点にまたがるシステムの統合によるコストメリットを ROI とし
て数値で提示している。 
 
イシュー・セリング活動③：市場シェアや組織目標に課題を結び付けた  
  基幹システムを集約することで、各拠点組織の作業工数の改 を業務改 につな
がる工数変化として提示している。 
 
イシュー・セリング活動④：上層部を巻き込んだ 
  当プロジェクトでは、プロジェクトの意義や投資効果といった総論は全員が賛同
していたものの、実行フェーズに対する不安感が根強く最終的にプロジェクトが承認
されない危惧を持っていた。それに対してプロジェクトリーダーは、自身を含むプロ
ジェクトメンバーが一定期間、実際の運用組織で運用支援にあたることで反対派の役
員から事前の合意を取り付けている。 
 
イシュー・セリング活動⑤：組織外の人を巻き込む  
  前述の通り、基幹システムは情報システムの企画部門を中心に導入するものの、
ユーザーである各拠点の役員に対し、プロジェクトメンバーが一定期間、実際の運用
組織で運用支援にあたることで事前の合意を取り付けている。 
 
イシュー・セリング活動⑥：フォーマルに巻き込む（コミッティーや TFT 等）  
  ミドルマネジャー自身の組織ミッションであり、自身の担当業務に関連する大規
模プロジェクトの提案であったため、組織の投資判断に必要な役員提案等フォーマル
な提案活動を行っている。 
 
イシュー・セリング活動⑦：好機をつかむ 
  当プロジェクトでは、プロジェクトの意義や投資効果といった総論は全員が賛同
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していたものの、数年かかるプロジェクトであるため実際の投資タイミングの業績や
環境変化により予算が使えなくなる可能性があった。直属の上司である部長を通じて
極秘の複数工場閉鎖計画に対しても、本プロジェクトによる支援的効果が見込める点
を強調して当初の予算を利用できるようコントロールしていった。 
 
図表 13：大手電機メーカーA 社の７つのイシュー・セリング行動 
 
（出所）大手電機メーカー社員インタビューを元に著者作成  
 
【成功事例 3】 石油関連企業の事例  
 
イシュー・セリングの概要 
トップマネジメントは、自社の石油資源の減退という内部資源の減少やガス・電力
の自由化といった規制緩和により新たなガス・電力市場へ参入する等、事業の多角化
を打ち出し、挑戦、変化への対応、外向きといった行動姿勢をアスピレーションと名
付け公表していた。しかし多角化方針や新たに期待する行動姿勢について、一般社員
を含む組織全体に対して年初の 20 分程度の社長挨拶以外にトップマネジメントが直
接説明したことはなかった。組織は現状維持の風土が根強く残り、受け身の言動が未
だ多く見られていた。 
その状態に問題意識を持っていた人事部のミドルマネジャー（著者）は、まずはト
ップマネジメント自ら多角化する背景や意図、事業戦略について社員に繰り返し具体
的な説明をしていくことが必要であると考えていた。また、それまで年功序列で成果
と関係なく年功的に誰もが昇格してきた人事制度を見直し、変化を受け入れ新たな事
業をゼロから創り上げる、または積極的に業務を改 していく人材や年齢に関係なく
活躍する社員を評価していくことで挑戦、変化への対応、外向きといった行動姿勢が
はぐくまれてくると考えていた。 
ただ、それらは過去に自社で取り組まれたことのない施策であり、特に人事制度の
改定については創業以来のいわば年功重視の自社の人事ポリシーを大変革するテーマ
使用状況 内容
プレゼンテーション ① 論理的にビジネスプランを提示する ●
・予算をとるためのプレゼンテーション、プロジェクトを実行するた
め、ビジネス環境、事業課題、施策、予算、ROI、体制、スケジュール
を盛り込んだプレゼンテーションを実施した
② 利益目標に課題を関連付ける ● ・ROIを提示し、提案によりどの程度利益改 が見込めるかを提示した。
③ 市場シェア、組織イメージに課題を関連付ける ● ・組織の作業工数改 効果を提示した
④ 上層部を巻き込む ●
⑤ 組織外の人を巻き込む　＜佐々木氏のみ強調＞ ●
巻き込み方 ⑥
フォーマルに巻き込む　＜佐々木氏のみ強調＞
（コミッティーやTFT等） ●
・ミドルマネジャー自身の組織ミッションであり、自身の担当業務に
関連する大規模プロジェクトについてフォーマルに実施している
プロセス活動 タイミング ⑦ 好機をつかむ ● ・対象エリアにおける工場廃止計画を掴み、プロジェクトの意義を補完した
イシュー・セリング活動
プレゼン活動
関連付け
巻き込む対象
・実行面について不安感を持つ各拠点の役員に対して、不安払しょく
のための施策を事前に提示して理解を得た
巻き込み活動
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で、なかなか人事部内でも人事制度改定を進める決定的根拠が見つけられず議論が煮
え切らずにいた。そこに、役員合宿で社員のモチベーション向上をテーマにプレゼン
テーションを行うよう役員からミドルマネジャーへと依頼が舞い込み、社員のモチベ
ーションをあげたいという役員の思いに沿いつつも、ミドルマネジャー自身の課題意
識を具体的な変革アクションへと進めるためのファーストステップとして役員合宿の
機会を活用することとした。役員合宿では従業員満足度調査を実施し、まずは社員の
モチベーションの現状とその背景を把握することを提案し、その場で調査実施の承認
を得るに至った。その後、従業員満足度調査を実施し、その調査結果を受けて 1 年後
には役員による全社員向けの事業方針説明会を新たに開催することになり、2 年後に
は年功人事制度の改定といったミドルマネジャーが結びつけたいと考えていた組織風
土変革へとつながり企業変革が進められている事例である。 
 
イシュー・セリング活動①：ビジネスプランにロジックを利用した 
  役員からミドルマネジャーへ依頼のあったプレゼンテーションテーマは、全社員
のモチベーション向上であった。社員のモチベーションが低下している印象は役員も
ミドルマネジャー自身も漠然と持っていたものの、実際どの程度のモチベーションな
のか、その理由がどこにあるのかといった要因分析には至っておらず、また調査を実
施したことがなかった。ミドルマネジャーは、全社員のモチベーションを高めるため
にも、他社も導入している従業員満足度調査の導入をまずは行い、その調査結果をも
とにモチベーション低下の原因把握と施策を打ち立てることを提案しており、一般的
なビジネスのシンキングプロセスとして原因分析と課題解決の流れにそっておりビジ
ネスロジックそのものを作る提案となっている。 
 
イシュー・セリング活動②：利益目標に課題を結び付けた 
  社員モチベーションがあがることで具体的に収益にどのように影響を与えるかと
いう提案は、モチベーションの低下と自社の売上やコストへの関係性を数値化するこ
とに成功しておらず実施できていない。 
 
イシュー・セリング活動③：市場シェアや組織目標に課題を結び付けた  
  従業員満足度調査の実施提案にあたって、役員合宿では社員の約 10％である中途
入社者だけを対象に実施していた意識調査の結果をデータで提示することで、モチベ
ーション低下の要因を仮説で提示している。しかし、現場を抱える自社では現場社員
の声も確認する必要と生え抜き社員の声が入っていないことから全社員を対象にした
満足度調査の結果でなければ、生え抜きの役員陣が納得できないとミドルマネジャー
は考え、全従業員を対象とした正式な従業員満足度調査の実施を提案し、満足度の低
い要因を明確にしたうえで対策を練ることを提案した。当然、その低満足要因の項目
が組織目標となっていく旨も、中途社員向けのアンケート結果を事例に具体的にイメ
ージできるよう役員に提示した。 
 
イシュー・セリング活動④：上層部を巻き込んだ 
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  役員合宿のプレゼンテーションの準備として、プレゼンを依頼してきた役員やラ
インの担当役員と事前にプレゼンテーションの内容を共有し対策を練っていた。その
結果、好ましいプレゼンテーションのスタイル、役員が納得しやすい情報、意思決定
の誘導法などイシュー・セリングの方法を詳細に設計する等、上層部を巻き込んだ準
備が行われた。 
 
イシュー・セリング活動⑤：組織外の人を巻き込む  
  特に実施していない。 
 
イシュー・セリング活動⑥：フォーマルに巻き込む（コミッティーや TFT 等）  
  役員合宿という場でイシュー・セリングしている。また、提案した従業員満足度
調査は役員が実施するという建付けとし、調査結果に対するアクションのオーナーシ
ップを役員が持たざるをえないような実施スタイルとした。 
 
イシュー・セリング活動⑦：好機をつかむ 
  役員の関心は社員のモチベーションが低下しているという現象面にあったが、ミ
ドルマネジャーの仮説的イシューは、トップマネジメントの従業員に対する全社戦略
や事業戦略に関するコミュニケーション不足と年功的人事制度にあった。いわばモチ
ベーション向上をフックに、ミドルマネジャー自身が課題認識を持っていたテーマに
結びつけるよう好機を利用したといえる。 
 また、前年度までの役員合宿では社員に具体的なアクションを求めるような施策が
打ち出されることがなかったが、8 月に開催された役員合宿の直前 6 月に社長が交代
しており、新社長体制の役員チームとして何らかの象徴的なアクションが社長交代効
果として期待されているであろうこともミドルマネジャーは計算しており、好機を利
用した活動だったと言えよう。  
 
図表 14：石油関連企業の７つのイシュー・セリング行動 
 
使用状況 内容
プレゼンテーション ① 論理的にビジネスプランを提示する ●
・提案した従業員満足度調査の実施事例について他社で一般的
な施策である旨を強調した
・調査プラン（内容、対象者、期間、予算）までプレゼンし、
プレゼンの場での意思決定を促した
② 利益目標に課題を関連付ける × ・具体的に利益にどうつながるかまでは提示していない
③ 市場シェア、組織イメージに課題を関連付ける ●
・組織課題については組織目標を設定すること自体も提案のひ
とつであった
・一部社員に限定された同種のデータを提示し、課題を想起さ
せた
④ 上層部を巻き込む ●
・そのテーマについて、自身が最も知識・経験があった
・役員合宿でプレゼンする自社生え抜きの他のプレゼンター
（やや上位者）にも事前に資料を確認しアドバイスを得た
⑤ 組織外の人を巻き込む　＜佐々木氏のみ強調＞ × ・特に実施していない
巻き込み方 ⑥
フォーマルに巻き込む　＜佐々木氏のみ強調＞
（コミッティーやTFT等） ● ・提案による満足度調査は役員が実行主体であると立て付けた
プロセス活動 タイミング ⑦ 好機をつかむ ● ・社長が交代した直後であった
イシュー・セリング活動
プレゼン活動
関連付け
巻き込む対象
巻き込み活動
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（出所）著者作成 
【失敗事例】  大手電機メーカーB 社の事例 
 
イシュー・セリングの概要 
債務超過状態に陥り経営再建中の大手電機メーカーでは、以前より経営刷新の
ための専任部署が設置され公式的に経営改革に乗り出していた。しかし、ある事
業部所属のミドルマネジャーは、その経営刷新選任部署の成果にかねてより疑問
を感じており、自社が債務超過状態に陥いったことでますます自社の将来性に強
い危機感を抱き、同じ思いを持っていた事業部所属の別の社員 2 名とコーポレー
ト部門所属社員に声をかけ計 4 名で自主的な変革プロジェクトチームを立ち上げ、
自社の課題について議論を始めていた。 
ミドルマネジャーらは、自分達の個人的な人 を通じて社長とのアポイントを
成立させ、ミドルマネジャーらが分析した全社課題を事業面と組織面の 11 の課題
と打ち手に整理し社長へ提案した。合計 2 度の社長提案の機会を得ることができ、
社長から提案の総論に対して同意を得られるものの、具体的なアクションや支援
を得るといった結論が出ぬまま、債務超過回避の意思決定期限が迫り超多忙とな
った社長の 3 回目のアポイントをとることが出来なくなった。  
社長への提案と同時並行で、社長以外のトップマネジメント数人に対しても同
様に課題共有と支援の依頼を行ったが、総論で賛成は得られれるものの社長と同
様に具体的な支援は得られずに終わった。 
半年後、プロジェクトリーダーの所属していた部門が親会社から他社へ売却さ
れることとなり、そのタイミングでイシュー・セリングは不成功で終了した。 
 
イシュー・セリング活動①：ビジネスプランにロジックを利用した 
提案にあたり約 15 名の社員アンケート、各種公表データ等を参考にしつつ事業
面と組織面の 11 の課題に整理し 5 ページの資料を携えて第一回目の社長アポイン
トに臨んだ。二回目のアポイントでは、事前に外部有識者との面談、社内の公式
改革部門や経営企画部、別の社内有志チームからヒアリングを行い、課題、専門
家による変革アドバイス、変革プランを含む資料を準備し再提案に臨んだ。 
 
イシュー・セリング活動②：利益目標に課題を結び付けた 
  提案の中で収益性までは具体的に提案していない 
 
イシュー・セリング活動③：市場シェアや組織目標に課題を結び付けた  
  具体的な組織目標案の提示までは行っていない。 
 
イシュー・セリング活動④：上層部を巻き込んだ 
  社長以外にも経営企画部次長、技術統括室室長、事業会社社人事部といった他の
マネジメント層へのアプローチも実施した。総論としてプロジェクトが提示する課題
について同意を得られるものの、各論となると具体的な支援の話にはならず上層部を
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巻き込むには至っていない。 
イシュー・セリング活動⑤：組織外の人を巻き込む  
  事前に外部有識者との面談、社内の公式改革部門や経営企画部、別の社内有志チ
ームからヒアリングを行い、また専門家による変革アドバイスを受けているものの、
情報収集にとどまっており、巻き込むには至っていない。また、メンバーは上司の変
革意欲や活動支援に不信感を持っており、特に活動初期の段階では、活動について一
切報告せずに水面下で活動を行っていた。 
 
イシュー・セリング活動⑥：フォーマルに巻き込む（コミッティーや TFT 等）  
  コーポレートには、正式に経営刷新選任部署が既に別で立ち上がっており、2 回
目の社長アポイントの前には、刷新部署とコンタクトを取り情報収集や意見交換を行
ったうえで一緒にアポイントに臨んでいる。しかしながら、既にある刷新部署とは別
に、新たに社長直轄で別のタスクフォースチームを立ち上げるプランを変革プロジェ
クトメンバーは社長に提案しておりフォーマルな組織を巻き込んではいない。 
 
イシュー・セリング活動⑦：好機をつかむ 
  3 回目の社長アポイントをとろうとしていた時期は、トップ自身が債務超過に対
しどのような戦略で乗り切るのか財務上の重大な意思決定をせまられている時期と重
なっていた。そのため、長期的な課題である組織風土改革に対するトップの優先順位
が低かったと推察される。そのようなタイミングから変革が必要との認識でプロジェ
クト活動がスタートしたため、当初は変革活動の着手タイミングが若干遅かった印象
をプロジェクトリーダー自身ももっている。しかし、財務上の優先順位が高いイシュ
ーに取り掛かからざるをえなかったトップマネジメントの状況を考えると、逆にタイ
ミングが早すぎた印象を後にプロジェクトメンバーは持つに至っている。いづれにし
ても提案のタイミングは良かったとは言えない。 
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図表 15：大手電機メーカーB 社の７つのイシュー・セリング行動 
 
（出所）大手電機メーカー社員インタビューを元に著者作成  
 
5-2. 考察 
 Dutton & Ashford(2001)と変革コンサルタントの共通したイシュー・セリングの有
効活動を 5 つ洗い出し、さらに日本の変革コンサルタントのみが主張していた「組織
外の人を巻き込む」「コミッティーや TFT 等フォーマルに巻き込む」の２つの活動を
加えた７つのイシュー・セリング活動について、ミドルマネジャーによる変革の成功
事例と失敗事例からの考察を以下に述べる。  
 
成功事例はイシュー・セリングの７つの活動網羅性が高い 
 成功事例の３つのうち、製薬メーカーと大手電機メーカーA 社の２つの事例は 7 つ
の活動すべてを実行しており、残りの石油関連企業についても 7 つのうち 5 の活動が
実施されている。一方で、失敗事例の大手電機メーカーB 社の事例では、7 つのうち
１つの活動のみ実行している。 
また、追加検証した日本の組織コンサルタントのみが主張している「組織外の人を
巻き込む」「コミッティーや TFT 等フォーマルに巻き込む」の２つの活動も３つの成
功事例のうち 2 事例ではどちらの活動も活用されており、残るもう一つの成功事例で
も「コミッティーや TFT 等フォーマルに巻き込む」活動は実施されていた。  
4 章で考察した通り、Dutton & Ashford(2001)でも 20 のそれぞれのイシュー・セリ
ング活動を使用して成功する確率と失敗する確率では、20 のすべての活動についてそ
れらの活動を行って失敗するよりも成功する確率の方が高い。さらに、20 のイシュ
ー・セリング活動を使用したとしても成功する場合もあれば失敗する場合もあるが、
使用状況 内容
プレゼンテーション ① 論理的にビジネスプランを提示する ●
・若手15名へのアンケート実施、別の公式変革組織の活動レビューを
ベースに課題を分析し11の経営組織課題と打ち手を設定し論理的では
あるのだろうが、いづれも定性的な情報が多く説得力に欠ける
② 利益目標に課題を関連付ける × ・具体的に利益にどうつながるかまでは提示していない
③ 市場シェア、組織イメージに課題を関連付ける × ・具体的な事業メリットや組織イメージの改 効果は提示していない
④ 上層部を巻き込む ×
・社長、経営企画部門の部長クラス等キーマンへと２～３回会う機会
が持てたが、残念ながら巻き込めたとまでは言えなかった
⑤ 組織外の人を巻き込む　＜佐々木氏のみ強調＞ × ・公式な刷新部門から情報収集しているものの協働には至っていない
巻き込み方 ⑥
フォーマルに巻き込む　＜佐々木氏のみ強調＞
（コミッティーやTFT等） × ・個人的な人 でトップマネジメントへアプローチしている
プロセス活動 タイミング ⑦ 好機をつかむ × ・トップマネジメントには債務超過問題という最優先事項がありイシューの優先順位をあげられない状況であった
イシュー・セリング活動
プレゼン活動
関連付け
巻き込み活動
巻き込む対象
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成功したケースにおいては 20 の活動のうち 9 割の 18 の活動の使用率が 70％を超え
ていたことから、イシュー・セリングを成功させるには、特定の活動に深く注力する
よりも、あらゆる活動を網羅的に実行しておくことが非常に重要であるとここでも言
えよう 
以上のことから、Dutton & Ashford(2001)と変革コンサルタントの共通した５つの
活動と日本の組織変革コンサルタントが強く主張する 2つの活動をあわせた７つの活
動を網羅することでイシュー・セリングを成功させる可能性が高まるといえる。 
 
図表 16：７つのイシュー・セリング活動と成功・不成功事例の比較  
 
（出所）著者作成 
 
公式ルートに乗りフォーマルに巻き込めるかがイシュー・セリングの成功・失敗に大
きく影響する 
次に事例分析からわかる点として、イシューの具体性を数値やファクトで訴え、ア
クションのアウトカムとして目指す指標を明確にするためにも、必要な情報が入手で
きるフォーマルな立場にいることが重要なポイントである。成功事例はいずれもトッ
プマネジメントに危機感を持たせたいイシューに関する公式担当者であり、イシュー
の有無にとどまらず、イシューの大きさを表現する社内調査データ等の必要な情報を
入手できる立場にあった。  
一方の失敗事例では、約 15 名の社員インタビューや他の組織刷新部署から情報を
入手しているものの、プレゼンではイシューの有無に関する言及とどまっておりイシ
ューの大きさや優先度は具体的にトップマネジメントが比較できる資料は提示できて
いない。課題としてあげた 11 のテーマについて具体的に問題を提示するファクト情
報を直接入手できる立場におらず、11 の全社のイシューの大きさを表現するには立場
上どうしても情報不足にならざるをえず、問題の大きさや優先度の指摘が不十分なま
まイシューに対する取組提案へ移ってしまったと想像できる。  
冒頭の早稲田大学ビジネススクールの学生アンケートでミドルマネジャーがヒエラ
ルキーによるポジション不足のため変革ができないとの回答があったが、ヒエラルキ
ーにかかわらず、イシュー・セリングに必要な情報が入手できればポジションパワー
がなくとも訴えたいイシューの大きさを表現することはできそうだ。 
イシューを語る上で定性的な情報に偏よらず、実際にどの程度経営指標に影響を与
【成功事例】
製薬メーカー
【成功事例】
大手電機メーカーA社
【成功事例】
石油関連企業
【失敗事例】
大手電機メーカーB社
プレゼンテーション ① 論理的にビジネスプランを提示する ● ● ● ●
② 利益目標に課題を関連付ける ● ● × ×
③ 市場シェア、組織イメージに課題を関連付ける ● ● ● ×
④ 上層部を巻き込む ● ● ● ×
⑤ 組織外の人を巻き込む　＜佐々木氏のみ強調＞ ● ● × ×
巻き込み方 ⑥
フォーマルに巻き込む　＜佐々木氏のみ強調＞
（コミッティーやTFT等） ● ● ● ×
プロセス活動 タイミング ⑦ 好機をつかむ ● ● ● ×
イシュー・セリング活動
プレゼン活動
関連付け
巻き込み活動
巻き込む対象
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えているのか、または今後どのような指標を経営上の参考指標とすべきなのか、それ
によりどの程度経営への改 効果が見込めるかについて訴えるため必要な資料やデー
タを整え、イシューと経営目標等を関連づけるプレゼン活動がイシュー・セリングの
成功にはきわめて重要である。そのため、出来る限り公式ルートに乗ることを意識す
べきであろう。 
 
公式ルートに乗っていない場合、公式ルートにのるまでの時間をさらに要する  
では、担当部門の担当者ではない社員が自社の将来に危機感を持っても、担当者で
なければイシュ ・ーセリングができないのだろうか。そうとはいいきれないと考える。
イシュー・セリングに必要なデータが入手できる立場にない場合、それらのデータを
入手できる立場に立つか、別の方法でイシュー・セリングに必要なデータを作ってい
く必要がある。データ入手が可能な立場に立つ方法として、例えば担当部署への人事
異動を申しで実際に部署異動を実現する、クロスファンクションチーム立ち上げを提
案し実現させる、担当部署と問題意識を共有し担当部署を通じてイシュー・セリング
を行っていくなどである。また別の方法でデータを作るのであれば、ミドルマネジャ
ー自ら非公式に社員アンケートを大規模に実施し一定の母数を集めた社員の相違とし
て事実を提示する、社外の一般データや競合企業等のベンチマークデータを提示し役
員に自社に問題があるか確認するよう言わせるようなプレゼンテーションを行うなど
である。 
つまり、担当部門の担当者ではない社員がイシュー・セリングを行う場合、上記の
ようにトップマネジメントを説得するためにさらなる情報入手の時間を要するため、
データ入手のすすめ方次第ではさらに長期戦になる。時間はかかるが担当部門の担当
者ではない社員がイシュー・セリングを行うことは不可能ではない。実際、失敗事例
のプロジェクトリーダーは、経営企画部門への人事異動を画策していた。しかし、人
事異動は実現せず、またプロジェクトリーダーの所属部門が親会社から売却されるこ
とになり、結果としてイシュー・セリングにかけた期間が短かったため不成功の段階
で終了している。イシューと経営目標等を関連づける情報が入手できる立場にない場
合、それらを入手できる公式な立場にある場合と比較して、さらなる時間を要するこ
とがこの事例からも言える。  
 
6. 結論 
6-1. 結論 
リサーチ・クエスチョンを「ポジションパワーのないミドルマネジャーが企業変
革を行う上で必要なスキル、プロセスの考察」と設定し本稿で考察を深めた。  
まず富士フィルムと三越伊勢丹 HD の企業事例分析により、コッターの８つの企
業変革ステップを着実に実行していくことで企業変革が成功していけることを確
認した。 
しかし、ミドルマネジャーが企業変革をスタートする際には、コッターの 8 つの
企業変革ステップの第一ステップである「組織全体の危機感を醸成する」以前に、
自身が持つ自社に対する問題意識をトップマネジメントと共有する「トップマネジ
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メントの危機感を醸成するプロセス」であるイシュー・セリングが加わる。 
そこで、トップマネジメントの危機感を醸成するひとつの方策として、Dutton & 
Ashford(2001)が実証した 20 のイシュー・セリング活動とコンテクスト・ナレッジ
のコンセプトを利用し、イシュー・セリングの利用率と活用成功率が高い 12 の活
動項目をレビューした。 
さらに、意志決定と権威に対する考え方の欧米と日本の違いを考慮し、日本企業
で多くの企業変革実績を持つ変革コンサルタントのインタビューを実施したとこ
ろ、主な主張はアメリカの Dutton & Ashford(2001)と日本の変革コンサルタントで
一致しており、「ビジネスプランの論理を使用する活動」「組織で重視されている利
益目標にイシューを結びつける活動」「市場シェアや組織ゴールにイシューを結び
つける活動」「上層部を巻き込む活動」「好機をつかむ活動」の５つの活動を日本の
ミドルマネジャーのイシュー・セリングに重要な活動項目として抽出した。 
さらに日本の組織変革コンサルタントが主張する「組織外の人を巻き込む」「コ
ミッティーや TFT 等フォーマルに巻き込む」の２つの活動も加えた７つをイシュ
ー・セリング活動における重要な活動との仮説を設定し、その有効性を確認するた
めに、実際にミドルマネジャーが企業変革を仕掛けた４つのイシュー・セリング事
例で分析したところ、７つのイシュー・セリング活動の網羅性が高いほどイシュ
ー・セリングに成功していることがわかった。  
リサーチ・クエスチョン「ポジションパワーのないミドルマネジャーが企業変革
を行うプロセスの考察」を行った本稿の結論は、ミドルマネジャーが企業変革を行
うプロセスは、組織のコンテクストを把握する 3 つのステップ、イシュー・セリン
グを行うための７つのステップを経てトップマネジメントに対するイシュー・セリ
ングが成功した後は、さらにコッターの 8 つの企業変革ステップで変革を実行して
いく。つまりミドルマネジャーによる企業変革の場合 18 のステップが必要になる
との最終仮説が導き出された。  
具体的には、ステップ①として組織の戦略を把握する。ステップ②として組織内
の人間関係を把握する。ステップ③として組織規範を把握する。これらの最初の 3
つのステップでイシュー・セリング活動を計画する上で必要なコンテクスト・ナレ
ッジを蓄積する。 
次にイシュー・セリングのプレゼン活動としてステップ④で、ステップ①で把握
した戦略知識を活用しながら、訴えたい課題を利益目標に結びつけ、ステップ⑤で、
さらに課題を組織目標に結びつける。そしてステップ⑥で、課題を利益目標や組織
目標の達成に関連づけるロジカルなビジネスプランを作成する。  
プレゼン活動を計画した次は巻き込み活動として、ステップ②で把握した人間関
係の情報を使いステップ⑦で上層部を巻き込み、ステップ⑧で組織外の人を巻き込
む活動を行う。さらにステップ⑨ではフォーマルな組織を巻き込むことで、イシュ
ー・セリングに必要な関係者を自身の課題の援護者としていく。  
さらに、イシュー・セリングのプロセス活動として、ステップ⑩としてイシュー・
セリングの好機を見定めることが重要である。  
そして、トップマネジメントに対するイシュー・セリングが成功すれば、イシュ
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ーに対してコミットメントを示したトップマネジメントと組織全体の変革を実行
するためコッターの 8 つの変革ステップがやっとここからスタートする。  
ステップ⑪として、まずは組織全体に対して緊急課題であるという認識を徹底さ
せる。ステップ⑫で強力な推進チームを形成し、ステップ⑬でビジョンを策定する。
ステップ⑭でステップ⑬で策定したビジョンを組織に伝達する。ステップ⑮ではビ
ジョンの実現に向けて社員をサポートする。ステップ⑯では短期的な成果を上げる
ための計画を作成し実行する。ステップ⑰では改 の成果を定着させ、さらなる変
革を実現する。ステップ⑱でこれらの変革による新しいアプローチを根付かせる。 
以上の 18 のステップがミドルマネジャーが企業変革を推進する際に必要なステ
ップであるとの最終仮説が本稿により導きだされた。  
トップマネジメントによる企業変革の場合、コッターが示す 8 つが変革ステップ
であることを考えると、ミドルマネジャーによる変革の場合、コンテクストの把握
とイシュー・セリング活動が加わることにより、実に 10 個もの追加ステップが加
わることとなる。つまり、ミドルマネジャーによる企業変革はトップマネジメント
による企業変革よりも、非常に長いプロセスが必要となる。そのため、変革に要す
る期間もトップマネジメントによる企業変革に比べ、さらに長い時間を要する。さ
らに、各ステップが順当に進まず、時には各ステップで失敗しステップバックして
やり直すこともあると考えれば、さらに時間はかかるだろう。 
本稿により、ポジションパワーのないミドルマネジャー企業変革を行うには、非
常に長く時間を要する 18 の変革ステップが必要であるとの仮説が最終的に設定さ
れた（図表 17）。 
 
図表 17：ミドルマネジャーによる 18 の企業変革のステップ  
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6-2. 本論文の限界 
本稿ではミドルマネジャーが企業変革をするために必要なプロセスについて企
業変革に関する学術的セオリー、そしてトップマネジメントによる企業変革事例を
考察し、さらにミドルマネジャー特有に必要となるトップマネジメントに対する問
題提起のプロセス研究として、アメリカでの実証研究によるアカデミックペーパー
と日本企業を対象とした変革実務経験が豊富な変革コンサルタントの経験を加え
て考察してきた。  
本稿はあくまで事例研究であり、一般化を試みるには至っていない。しかし現在
のところ、ミドルマネジャーによる企業変革をテーマにした研究論文、ビジネス書
は少なく、アメリカでトップマネジメントに対するイシュー・セリングを実証した
Dutton＆Ashford(2001)の実証研究と日本の組織変革コンサルタントへのインタビ
ューを基礎とした考察からイシュー・セリング活動に有効な７つの活動を抽出し、
ミドルマネジャーによる企業変革事例で検証した。残念ながら本稿でのミドルマネ
ジャーによるイシュー・セリング事例分析は 4 社にとどまっており、今後は事例を
広げイシュー・セリングに重要な活動について継続して考察していくことが課題で
ある。 
また、本稿ではミドルマネジャーの視点に立ち、ミドルマネジャーの企業変革ス
テップを考察してきた。しかし、一方でどのような状況においてミドルマネジャー
がよりイシュー・セリング活動を実行するかという環境面の考察も必要であろう。
Dutton＆Ashford(1993)では、トップマネジメントの性格が支援的でオープンな印
象を持たれている場合、ミドルマネジャーがイシュー・セリング活動をより実行し
ようと考えると命題づけている21。また、イシュー・セラー自身がイシュー・セリ
ングの価値と成功を意識している場合、自身の職種や専門に関連したイシューを提
案する場合、自身がトップマネジメントから評価されていると感じている場合、組
織の中心的なポジションについている場合、イシュー・セリングにより自身の印象
悪化リスクが低いと感じている場合、組織の業績低下リスクが低いと感じている場
合にイシュー・セリング活動が発生しやすいと述べている。これらのイシュー・セ
リング活動が実行されやすい環境を考察することで、どのような組織を開発すれば
ビジネス現場からトップマネジメント自身が気づいていない経営課題を拾い上げ
ることが可能かといった研究が深まっていくだろう。  
 
6-3. 結語 
なぜミドルマネジャーは、自社の将来に対し不透明感や不安感を抱き、トップマ
ネジメントに対して企業変革の必要性を訴えたいと考えるのだろうか。欧米のよう
に雇用の流動性が高く、多くのビジネスパーソンが生涯の中で転職をしながらキャ
リアアップを図るような雇用環境であれば、成功するかわからない企業変革をミド
ルマネジャー自ら試みることなく、将来性があり信頼のおけるリーダーの存在する
                                               
21
 Dutton, J. E., & Ashford, S. J. (1993). Selling issues to top management.  The Academy of 
Management Review, 18(3), 397-428.  
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企業へ転職を図ることも選択肢となりやすいだろう。 
しかしながら、徐々に日本でも転職者の数が増加してきたとはいえ、依然として
日本の優秀層の多くは新卒で大手企業に入社し終身雇用を前提として定年までそ
の会社でキャリアを形成していくのである。そうなれば、30 代、40 代のミドルマ
ネジャーにとって、20 年、30 年後の自社の業績は、自身のキャリア設計のみなら
ず人生設計としても非常に強い関心事項である。今からなんとしてでも自社が 20
年、30 年後に現在と同じか、できれば今以上に業績をあげられるよう企業変革が必
要だと考えるのは極めて自然なことのように思われる。 
そのような日本の終身雇用を軸とした雇用環境の中で働くミドルマネジャーに
とって、自社の将来を形作る企業変革をすすめるノウハウや事例が入手可能なソー
スとして身近にあまりないという事実が、本稿を執筆する著者の強い動機となった。    
冒頭のビジネススクール生へのアンケートで、自身で企業変革ができる理由とし
てトップにあがったのは、「自分自身に変革していこうと思う意志があること」で
あった。変革意欲だけでは変革は実行できず、変革アプローチに関する情報が必要
であるとの考えに基づき本稿で変革プロセスの考察を進めてきたが、トップマネジ
メントよりも非常に長く時間のかかるステップを要するミドルマネジャーの企業
変革において「自分自身に変革していこうと思う意志があること」は十分条件では
ないものの必要条件と言えそうだ。本稿で仮説立てられたミドルマネジャーの 18
の企業変革ステップが、ポジションパワーがないことで変革できないと考えている
ミドルマネジャーだけでなく、変革意欲のあるミドルマネジャーにとっても有効な
変革指針となりうるのではないだろうか。ミドルマネジャーのイシュー・セリング
活動を通じてトップマネジメントの危機感を醸成し、日本企業が新しい時代に対応
しながら活力ある日本の経済社会を維持さらには繁栄しつづけることに本稿が微
力ながら貢献できれば大変幸いである。  
 
6-4. 謝辞 
本論文を作成するにあたり、数多くの方から御指導、御支援を頂きました。指導
教員である早稲田大学経営管理研究科の池上重輔教授には深い洞察、幅広い視点か
らの御助言、御指導を懇切丁寧に頂きましたこと深謝致します。ゼミでの活動を通
じて日頃より議論を深め、有益な意見や多くの気付きを頂いた池上ゼミの同期であ
る池上ゼミ 4 期生にも感謝致します。インタビュー調査に御協力頂いた株式会社チ
ェンジウェーブの佐々木裕子氏、企業での変革事例を共有くださったミドルマネジ
ャーの皆様にも厚く御礼申し上げます。また、早稲田大学経営管理研究科の講義で
はディスカッションを通じて先生方や同級生から数々の豊かな経験談とご意見を
共有いただき、なぜ企業は変革しづらいのか、どうしたら企業は変われるのかとい
う入学時の問題意識について深く思考する機会をいただくことが出来ました。本稿
により、企業変革には我々が想像し得ない真新しい活動はないものの、着実にひと
つひとつの活動を実行することが求められ、結果として非常に長く時間を要するス
テップが必要であり、そのため変革への強い意思を必要とするという企業変革の難
しさと長期的時間の必要性について考察することができました。 
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最後に、夫 大場規生、長男 大場創太、次男 大場雄太に、妻母不在の 2 年間に
対する甚大なる理解とサポートのおかげで本論文を完成することが出来たこと、心
から感謝致します。  
御協力頂いた皆様へ心から感謝の気持ちと御礼を申し上げ、謝辞に代えさせて頂
きます。 
 
